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【44】 【44】
【効率的な経営に関する具 【効率的な経営に関する具
体的方策】 体的方策】
ר ” ‖ ר ” ר ₮₰Ω√₀    ’ ₀

║ • ‚ ⁴ ║  ⁴‍‼‚ ” ”
” ₀ – • ₀ ║ ₮₰Ω√₀   ‚ ’ Ό ⁞

₀   Ή  ⁴῀ Ὸ‚ ‖Ὼ⁴ ₀  ‍῀‴‍ ”
ῌ‗ ‚  ‍ ” ₀ › 07 Ὸ⁮” ”

’ ₀  ⁴῀ ‚ Ό   Ό  ⁴ ℮╒
₿‚  ― ‗” ” ‖ ‖Ὼ⁴

” ₀  ‍῀

ש ‚ ⁸⁴ ― ש  ‗” ש ’ ” ‚ ῾― ‗
” ” ‗ ‚ —Ὼ ↄ≤ ₧⌂╒↨Ό   ₮₰Ω√” „ ‖

῀Ό ‗’⁴⁭ῲ └₰” ’‘” „’΅‾”” ‚   ―΅⁴ ‴‍ ”
₀   ║ ₀ ῲ῀ ” ” ₀ ῾― ₮₰

₀ ΅ ⁭⁯ Ω√Ὸ⁮  ‍℮╒₿‚ —ῼ  ‗” ↄ≤└₰
’ ₀  ⁴῀ ” ₀  ‍῀  ‗” ₀  

῀‍ ₀    ‚↑₈≥└₧₀ ‚  ‍

ת ” ת ’‘ ” ‚
₀  ⁴῀ ⁴ ” ”

”   ‚–΅― ₀ ΅ 07 Ὸ⁮”
” • ” ₀  ‍῀

ת ” ₀Ή װ ” װ ’ ‚–΅― ΅ ‒‍ ≥╒₰‚ ‍
Ή Ή Ή ’ ₀  ⁴῀ ⌐└₿⌂‚ ‍ ”2‗ῷ⁯”  ‗‚ῌ ῌ ῌ

ῌ” ↕⌠№₦‚ ῾― ‗ ‚  ⁴ ₀ ›
₮₰Ω√‖ • ” ₀  ― ” ‾⁯₀ ‒‍῀​” BS

‗ ₀  ― W BS LQH •≥⅔₈
‚  ⁴῀ №₦ ₀≥╒₰‚⁭⁯  ‍Ό

’Ή ῌ” ‚„ ⁮’Ὸ‒‍῀

ױ ₀ › ױ ”4/ 05 „ ⁮⁵’Ὸ‒‍Ό ROC
” ₀ ‼ ” ₲└₿╒” ₀   ” ₀ ⁴ ‗₀

‗ ― • ‚ῷ῾⁴ ₀2
₀ ῲ῀ ‚   ‍῀‴‍ ” • ₀

  ‍῀



, 38 ,

װ Ὸ– ’ ײ ” • ײ ₀ ‗ ‍ ”
‚  ⁴‍‼‚ •‚ ” ₀  ― ” ₀  ‍‰Ὸ ”
” ‚ ” ↨ ῲ῀ ‚ ῴ⁴’‘ ₀ ‒‍῀

╒⌂ ₀  ⁴῀
׳ ₦≤╒₦₀   ׳ Ό ΅ ₲└₿╒ 3
― ⁵₀ •7 ” ‚₦≤╒₦₀   ⁵”
  ⁴῀ ₀  ‍῀



, 4/ ,

広島大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標を達成するための措置
（３）附属学校に関する目標を達成するための措置
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【45】 【45】
【附属学校の再編・統合に 【附属学校の再編・統合に
関する具体的方策】 関する具体的方策】
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【46】 【46】
【大学・学部との連携・協 【大学・学部との連携・協
力の強化に関する具体的方 力の強化に関する具体的方
策】 策】
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【公立学校との人事交流に 【公立学校との人事交流に
対応した体系的な教職員研 対応した体系的な教職員研
修に関する具体的方策】 修に関する具体的方策】
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広島大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項
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広島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

， 「 」 ，① 学長は 大学全体の到達目標 世界トップレベルの特色ある総合研究大学 に向けて
学内各組織を方向付けし指示する役割を果たす。大学全体の目標を達成するために，そ中
の目標に到る行動計画として 「広島大学の長期ビジョン」を定め，各段階の目標達成を，
図るべく，各組織に必要な指示を与える。期

② 学長のリーダーシップの下に効果的な組織運営が可能な全学運営体制を構築する。学
長や各副学長を補佐する組織を置き，学長を中心とした企画・立案，執行，評価及び改目
善の機能を強化する。

③ 「人的・物的・財的資源」の全学一括管理の下に安定的かつ戦略的資源配分を行い，標
教育研究活動の活性化を図る。

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【51】 【51】
【全学的な経営戦略の確立 【全学的な経営戦略の確立
に関する具体的方策】 に関する具体的方策】
① 学長がその責務を果た ① 学長室において，教育 Ⅲ ①役員会の下の大学運営支援体制検討部会(後述52-

「 ， （ ） ，すための補佐機構として 学 研究活動等に係る点検・評 ③)に 大学経営指標検討WGを設置 平成17年9月 し
長室」を設置し，教育研究 価，内部監査結果等を分析 同WGを4回開催して，大学経営指標体系及び指標算定
活動等に係る点検・評価， し，全学的な経営戦略を確 式の検討を行い，大学経営指標の素案を策定した。
内部監査結果等を分析し， 立するための体制の整備を
全学的な経営戦略を確立す 図る。
るための体制を整備する。

② 国際的視点に立って社 ② 国際的視点に立って社 Ⅲ ②国際的視点に立って社会の趨勢を見極めるための経
会の趨勢を見極め，経営戦 会の趨勢を見極めた経営戦 営戦略について以下のとおり取り組んだ。
略を立案する。 略の検討を行う。 ○世界の高等教育機関の収入構造の違いと世界の大学

の寄付金集め（ファンドレイジング活動）の動向調査
・民間金融機関のシンクタンクとの情報収集活動の継
続，意見交換4回実施
○大学経営に関する情報収集と意見交換
・大学経営革新フォーラム6回，経営革新提言1回参加
（社団法人日本能率協会主催）
・大学マネジメントセミナーⅠ及びⅡ参加（社団法人
国立大学協会主催）
○本学の運営・経営に関して，学長の諮問に応じて意
見を具申する特別顧問を創設（平成17年5月）
・平成17年6月1日付けで2名を特別顧問に委嘱（大竹
アメリカンファミリー生命保険会社最高顧問，福間日
本銀行政策委員会審議委員）
・学長との懇談を大竹特別顧問と5回，福間特別顧問
と2回実施

③ 自己点検・評価結果や ③ 自己点検・評価結果や Ⅲ ③役員会の下に企画立案・連絡調整を行う機関として
大学経営に対する社会の要 大学経営に対する社会の要 置いた「企画会議」(後述52-③)において，年度計画
請などを具体的な改善策に 請などを具体的な改善策に の達成度，進捗状況等をチェックし，改善策等に繋げ
反映する。 反映するシステムを検討す るため，学長を中心としたマネジメントレビュー体制
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る。 の構築について，検討に着手（平成17年11月）し，継
続課題として，検討を重ねている。

【52】 【52】
【運営組織の効果的・機動 【運営組織の効果的・機動
的な運営に関する具体的方 的な運営に関する具体的方
策】 策】
① 情報担当副学長の下に ① 全学の中期的な情報戦 Ⅲ ①平成17年4月1日に，広島大学情報セキュリティポリ
企画・立案，評価及び改善 略の検討に着手する。 シーを制定した。平成17年7月1日には，全学情報セキ
の機能を持つ組織（情報政 ュリティ委員会を設置して3回開催し，平成18年3月22
策室）を設置し 「情報政策 日には各部局等の情報セキュリティ実施手順の承認に，
室」において教育・研究， 至った。
社会貢献などの諸活動と効
率的な組織運営を支える基 ② 電子掲示板の全学への Ⅲ ②電子事務局に関する部局限定サイト利用者（先端物
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当特別補佐として教員を配置し，日中交流施策を推進
する体制を整備した（平成17年7月 。）

， ， （ ），また 各副学長室には 教育室運営会議 教育室
広報UI戦略会議（情報政策室 ，財務マネジメント会）
議（財務室 ，総務室会議（総務室）等の教職員一体）
の会議を置き，部局では各種委員会を教職員一体の委
員会として運営している。

【55】 【55】
【全学的視点からの戦略的 【全学的視点からの戦略的
な学内資源配分に関する具 な学内資源配分に関する具
体的方策】 体的方策】
① 全学的視点からの効率 ① 全学的視点からの効率 Ⅲ ①教員人員調整部会において，平成21年度までの移行

， ，的な人的資源配分のために 的な人的資源配分のために 計画に基づいて 各部局等のヒアリングなどを実施し
「部局基礎分」と 「部局付 「部局分（ 部局基礎分」と 平成18年度の移行計画の実施・確認を行った。， 「
加分」及び「全学調整分」 「部局付加分 」及び「全 ◎「資料編」参考資料４」）
の３区分による教員の人員 学調整分」による教員の人
配分を行う。 員配分を行う。

② 基盤的研究を支えるた ② 基盤的研究を支えるた Ⅲ ②運営費交付金算定ルールによる効率化減が約2.3億
めの教員研究費を確保する めの教員研究費とともに， 円という厳しい状況の中で，法人本部予算の縮減等に
とともに，研究活動の活性 教育研究活動の活性化を図 より，基盤研究費については，前年同額を確保すると
化を図るための研究推進経 るための学長・部局長裁量 ともに，裁量経費についてもほぼ同額を確保した。
費として，学長・部局長裁 経費を確保する。 また，学長裁量経費については，募集及び決定時期
量経費を制度化する。 を大幅に前倒しし，平成17年12月には平成18年度の決

定を行った。
◎「資料編」参考資料４

【56】 【56】
【学外の有識者・専門家の 【学外の有識者・専門家の
登用に関する具体的方策】 登用に関する具体的方策】
① 積極的にＩＴ，産学連 ① 産学連携分野などに， Ⅲ ①県内の教育委員会及び学校長等を長年経験した有識
携など必要な分野に，学外 学外の有識者や専門家を採 者（コーディネーター）を採用し，授業公開のさらな
の有識者や専門家を採用す 用する。 る拡充を目指した「広島大学授業公開システム構築プ
る。 ラン」パンフレットの作成(500部)，県内の各高等学

、 ，校の校長 教頭及び進路指導教員等との懇談会の実施
大学と高等学校との連携強化及び情報提供の協力要請
等を行った。

② 副学長の下に設置する ② 副学長の下に設置する Ⅲ ②教育室，社会連携室，情報政策室及び総務室に，
「室」には，必要に応じて 「室」には，必要に応じて 必要に応じて学外の有識者・専門家を非常勤として
学外の有識者・専門家を非 学外の有識者・専門家を非 採用した。
常勤として採用する。 常勤として採用する。 （具体例）

・ 広島大学顧問弁護士規則」(平成17年9月27日)を「
制定し，総務室において，本学における人事案件等
に関する法律相談及び指導助言を請け負う顧問弁護
士２名との間で，委託契約を締結し，人事部危機管
理室において，人事案件等に対する危機管理対策を
推進した。
◎「資料編」参考資料５

【57】 【57】
【内部監査機能の充実に関 【内部監査機能の充実に関
する具体的方策】 する具体的方策】
内部監査体制を確立するた 内部監査等により，各組織 Ⅲ 平成16年度に設置した監査室において，平成17年度内
めに学長の直轄組織として の運営目標の効果的な達成 部監査計画を策定し，これに基づき以下のとおり内部
「監査室」を設置し，各組 や諸活動の効率的な推進を 監査を実施し，改善すべき点等については意見表示，
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織の運営目標の効果的な達 図るとともに，社会的な信 指導，改善策の提案などを行った。
成や諸活動の効率的な推進 頼を確立する。 ①科学研究費補助金の採択課題件数888件のうち，無
を図るとともに，社会的な 作為抽出した92件(10％)について執行内容等の監査，
信頼性を確保する。 更にこのうちの14件(15％)について詳細な特別監査を

延べ30人日に亘り往査を実施
②個人情報の管理に関し，延べ17部局・部門に対して
延べ53人日に亘る往査を実施
③延べ164人日に渡り実施された会計監査人による監
査に立会し，当該監査の効率的な実施をサポートする
とともに，協力して監査を実施
④出張旅費に係るデータを分析するとともに，係る業
務の効率化，経費の効率化，及び経費の削減の観点か
ら検討を実施
⑤平成17年度の内部会計監査を実施するため，監査マ
ニュアルを作成し，具体的なスケジュールを策定
◎「資料編」参考資料６

【58】 【58】
【国立大学間の自主的な連 【国立大学間の自主的な連
携・協力体制に関する具体 携・協力体制に関する具体
的方策】 的方策】
本学の果たすべき使命や機 本学の果たすべき使命や機 Ⅲ 大学間で地域や分野・機能に応じた連携・協力体制
能，さらに，教育研究など 能，さらに，教育研究など を推進するために以下のとおり取り組んだ。
の質的向上や業務運営の効 の質的向上や業務運営の効 ○キャンパスイノベーションセンター入居大学との協
率化のために，大学間で地 率化のために，大学間で地 力活動
域や分野・機能に応じた連 域や分野・機能に応じた連 ・新技術説明会の2回開催
携・協力体制を検討する。 携・協力体制を推進する。 第1回(平成17年7月) 参加大学16校，参加人数350人

第2回(平成18年3月) 参加大学17校，参加人数582人
・CICフォーラム(大学発ベンチャｰの事例紹介)の実施

17の参加大学から8件紹介(うち1件本学から紹介)
107人の企業人(メーカー，商社，金融)の参加

○財務担当理事懇談会
平成17年12月広島市において「中国地区国立大学法

人財務担当理事懇談会」を開催し，各大学の課題等に
ついて意見交換を行った。
○職員の人事交流，長期研修等

人事交流では，職員の人事異動において，職員の視
野の拡大を図り，もって文部科学省関係機関の職員の
人材育成に寄与することなどを目的として，中国・四

（ ）国地区内の文部科学省関係機関との人事交流 出向等
及び文部科学省等における行政実務研修（長期研修）
など，連携・協力体制の下に，平成17年度（4月1日現
在）は以下のとおり実施した。
・平成16年度における人事交流等の状況

派遣：16機関，66名 受入：4機関，7名
・平成17年度における人事交流等の状況

派遣：16機関，66名 受入：3機関，6名
その他，採用試験，課長登用面接，共同研修事業，

各種会議等において，連携・協力を図っている。

ウェイト小計
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広島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

① 学問の発展と社会的ニーズに応じて，学部等の見直し等を行う。
② 高度専門教育の中心となる大学院の質的・量的充実を図るとともに，全学的な視野か中

ら既存の研究科の合理的な再編を行い，学問の高度化・複合化に対応する柔軟な教育研
究体制を構築する。期

③ 新構想の研究科新設と既存の研究科の充実を図り，基盤・学際・先端の各研究科群の
バランスのとれた発展を目指す。目

④ 教育研究の新たな展開に対応して，センター群の再編成や新設を行う。
標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【59】 【59】
【教育研究組織の編成・見 【教育研究組織の編成・見
直しのシステムに関する具 直しのシステムに関する具
体的方策】 体的方策】

， ，① 教育研究組織の再編成 ① 学長のリーダーシップ Ⅲ ① ②教育研究組織検討WG(前述15-②など)を設置し
・見直しは，学長のリーダ の下，大学の長期的な戦略 講座制・学科目制，大学院将来構想，学部将来構想等
ーシップの下，大学の長期 や計画に基づき，各組織の について，18年2月まで計7回のWGを開催し，検討を重
的な戦略や計画に基づき， 点検・評価を行う。 ねている。
点検・評価結果を基に行う ② 各組織の点検・評価結 また，学長の諮問機関として，平成17年10月ビジョ。
② 教育研究組織の見直し 果に基づき，教育研究組織 ン委員会将来構想部会を設置し，10年後20年後を見据
は 「学長室」が「教育室」 の再編成・見直しの企画・ えたあるべき教育研究体制（大学院）について，平成，
及び「学術室」と連携して 立案を，各室が部局等と連 17年3月まで5回開催し，検討を重ねている。
行う点検・評価（各研究科 携して行う。

）・学部の点検・評価を含む
。に基づいて企画・立案する

【60】 【60】
【教育研究組織の見直しの 【教育研究組織の見直しの
方向性】 方向性】
① 法科大学院などの専門 ① 総合科学部を基礎とす Ⅳ ①平成17年9月，大学院総合科学研究科設立準備委員
職大学院の設置を積極的に る総合系の研究科の設置や 会を設置して委員会を4回開催し，設立までの準備を，
進め，教育体制の多様化・ それに伴う研究科の再編を 完了した。それに伴う他研究科の再編も視野に入れて
充実化を推進する。 検討する。 教育研究組織WGにおいて検討を重ね，平成18年度から
② 社会科学研究科の改組 の総合科学研究科の設置に伴い生物圏科学研究科を再
再編講座化と保健学研究科 編することとした。
の講座化を行い，大学院講
座化を完成させる。 ② 歯学部附属歯科衛生士 Ⅲ ②平成17年4月，歯学部附属歯科衛生士学校及び同附
③ 総合科学部を基礎とす 学校及び同附属歯科技工士 属歯科技工士学校を歯学部口腔保健学科に改組した。
る総合系の研究科を新設す 学校を歯学部口腔保健学科
る。 に改組する。
④ 歯学部附属歯科衛生士

，学校及び同附属歯科技工士 ③ 教員養成系の整備につ Ⅲ ③教員養成の在り方検討WG(前述8－⑦など)において
学校を早期に４年制大学化 いては，本学の特色を生か 平成18年3月16日まで8回のWGを開催し，本学の特色を
（歯学部口腔保健学科）す した具体的な構想を検討す 活かした，本学ならではと評価される全学的な教員養
ることを検討する。 る。 成機関の整備などを盛り込んだ「広島大学の教員養成
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。⑤ 教員養成系の整備につ の在り方について」の提言を取りまとめた
いては，本学の特色を生か
した具体的な構想を検討す ④ 研究拠点形成の進展に Ⅲ 平成16年に設置していた大学院将来構想検討WGを廃④

， ，る。 伴う研究体制及び教育体制 止し 教育研究組織検討WG(前述15-②など)において
⑥ 研究拠点形成の進展に の見直しと連動した研究科 研究拠点形成の進展に伴う研究体制及び教育体制の見
伴う研究体制及び教育体制 再編の検討に着手する。 直しと連動した研究科再編について平成18年2月24日
の見直しと連動した研究科 まで7回のWGを開催し，検討を進めている。
の再編成に着手する。 また，学長の諮問機関として設置したビジョン委員会
⑦ 学校教育法等の改正及 将来構想部会においても，10年後20年後を見据えたあ
び社会的ニーズに対応する るべき教育研究体制（大学院）について平成18年3月1
ため，医学部総合薬学科を 4日まで5回の部会を開催し，検討を進めている。
６年制課程の学科及び４年
制課程の学科の２学科に改 ⑤ 医学部総合薬学科を６ Ⅳ ⑤平成17年9月，薬学部設立準備委員会を設置して委
組することを検討する。 年制課程の学科及び４年制 員会を6回開催し，平成18年度に医学部総合薬学科を6

課程の学科の２学科を有す 年制課程と4年制課程の2学科を有する薬学部に改組す
る学部に改組することを検 ることとした。
討する。

⑥ 教育体制の多様化・充 Ⅲ ⑥教育研究組織検討WG(前述15-②など)の7回の検討過
実化を推進するため，専門 程において，専門職大学院の視点も入れた教育研究環
職大学院の設置を検討する 境の充実・整備に着手した。。

ウェイト小計
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広島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

① 教員の任用は，原則として公募制とし，任期制を拡充する。職員の専門性の向上を図
るとともに，業務に応じて新たな専門的な職種を創設する。中
② 公正な業績評価を行い，その結果を反映する給与制度を構築する。
③ 人的資源の一元的管理を行い，それらの効率的・弾力的利用を推進する。期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【61】 【61】
【人事評価システムの整備 【人事評価システムの整備

】 】・活用に関する具体的方策 ・活用に関する具体的方策
① 公正な人事評価システ ① 公務員制度改革等の最 Ⅲ ①（職員の人事評価）
ムを構築し，教育研究，社 新の動向を踏まえ，公正な 教員以外の職員の人事評価については 業績評価 目， （
会貢献等及び業務運営に係 人事評価システムの構築に 標管理制度）及び能力評価により実施することとし，
る業績に応じた処遇を実現 向けて検討を進める。 以下のとおり試行を実施した。
することにより，教職員の ・総務室主査以上を対象に，平成17年8月～同年12月
潜在能力を十分に発揮でき 末まで，業績評価（目標管理制度）の試行
る環境整備を行う。 ・総務室全職員を対象に，平成17年4月から同年9月末
② 人事評価システムの構 までを評定期間とし，能力評価の試行
築に当たっては，評価基準 ただし，職員の能力を十分に発揮できる環境整備の
の客観化や評価の運用面で ためには，人事評価システムのみでは不十分であり，
の公正性の確保（評価者の 人事制度検討会議において引き続き検討を進めること
訓練，評価結果のフィード とした。
バック，苦情処理体制の整 （教員の人事評価）
備など）を図る。 計画番号17-③，28-③，33-②参照
③ 人事評価の結果は，平 （教職員の給与制度）
成１８年度を目途とする新 計画番号17-④参照
給与制度への移行に合わせ （サバティカル休暇を付与するなどの制度等の導入），
処遇 昇進 昇給 賞与等 計画番号18-⑥，29-⑧参照（ ， ， ）
へ反映させる。

【62】 【62】
【柔軟で多様な人事制度の 【柔軟で多様な人事制度の
構築に関する具体的方策】 構築に関する具体的方策】
① 柔軟で多様な勤務形態 ① 柔軟で多様な勤務形態 Ⅲ ①柔軟で多様な勤務形態について以下のとおり拡大を
を導入する。 の拡大を図る。 図った。

（研究員）
・平成18年4月1日から契約職員として雇用できる制度
を拡大及び専門業務型裁量労働制の導入
（病院に勤務する助手及び看護師等）
・平成17年4月から任期付き職員として雇用できる制
度を拡大
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休暇等関係については，平成17年4月から，育児又
は介護を行う職員に係る休暇等の制度について，次世
代育成支援の観点から以下のとおり新設・整備した。
（常勤職員）
・育児部分休業の対象となる子の上限年齢を引き上げ
・妻の出産に伴う夫の休暇の取得事由を緩和
・妻の産前・産後期間内の子の養育のための夫の休暇
を新設等
（非常勤職員）
・育児休業・育児部分休業の対象となる子の上限年齢
を引き上げ
・妻の出産に伴う夫の休暇を新設
・妻の産前・産後期間内の子の養育のための夫の休暇
を新設
・9歳到達日以後の最初の3月31日までの子の看護のた
めの看護休暇等

② 定年制の弾力的運用と ② 教員以外の職員につい Ⅲ ②人事制度検討会議及び継続雇用制度検討部会におい
再雇用制度を導入し，柔軟 て，定年後も引き続き勤務 て検討の結果，新たな再雇用制度を，以下のとおり平
で多様な雇用形態を可能と を希望する者について，雇 成18年4月から設けた。
する人事制度を構築する。 用上限年齢を６５歳まで段 （大学教員以外の常勤職員）

階的に引き上げる継続雇用 ・定年年齢が60歳である大学教員以外の常勤職員につ
制度を構築する。 いては，平成19年3月31日付けの定年退職者から適用

（非常勤職員）
・常勤職員との均衡を考慮して，定年年齢相当として
の雇用契約の更新の上限年齢を60歳とし，原則として
平成19年3月31日現在で60歳に達している者から適用

③ 教育研究活動などの活 ③ 教育主担当教員，研究 Ⅲ ③学校教育法の一部改正に伴う大学の教員組織の改革
性化を図るため，教育研究 主担当教員及び診療主担当 については 大学教員の職の在り方検討WG(前述15-①)，
を主務とする教員に加えて 教員などを配置する新たな において教育主担当教員等を配置することなども含め，
教育主担当教員，研究主担 制度について，検討を進め 検討を進めている。
当教員及び診療主担当教員 る。 また，教員選考基準（共通基準）の見直し，職域の
などを配置する新たな制度 整備及び教員の主担当制の導入については，人事制度
の導入を図る。 検討会議において，平成22年度から導入予定である大

学教員の再雇用制度などの設計を見据え，大学教員の
職の在り方検討WGと連携の上，さらに検討を進めるこ
ととしている。

【63】 【63】
【任期制・公募制の導入な 【任期制・公募制の導入な
ど教員の流動性向上に関す ど教員の流動性向上に関す
る具体的方策】 る具体的方策】
① 教育研究活動の活性化 ① 教育研究活動の活性化 Ⅲ ①「広島大学の教員の任期に関する規則」を制定し，
と教員の流動性向上のため と教員の流動性向上のため 任期を定めて任用する教員の職等を定めている(平成1， ，
全部局等に任期制の導入を 任期制の導入を更に推進す 6年4月1日)。その後，平成17年4月1日，平成17年9月2
図る。 る。 7日及び平成18年4月1日付けで追加等を行い拡充を図

った。
○任期付き教員数(平成18年3月1日現在)：
460名(教授92名，助教授67名，講師71名，助手230名)

② 教員の選考は，採用と ② 教員の選考は，採用と Ⅲ ②教員の選考は，各部局等の理念・目標・将来構想に
昇任を区別しない公募制を 昇任を区別しない公募制を 基づき公募すべき教員の専攻分野を明確にした上で，
原則とする。 推進する。 公募を原則とし，国内外を問わず広く適任者が得られ

るよう努めることとしており，各部局ともこれに沿っ
て，公募を行っている （ 広島大学における教員選考。「
についての基本指針」平成16年4月制定)
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【64】 【64】
【外国人・女性等の教員採 【外国人・女性等の教員採
用の促進に関する具体的方 用の促進に関する具体的方
策】 策】
① 外国人教員の採用を促 ① 海外教育研究拠点にお Ⅲ ①本学においては，平成17年度までに外国人教師制度
進するため，海外教育研究 ける外国人教員の採用の要 の廃止を前提に見直しを行い，平成17年度末をもって
拠点の活用や国際交流協定 件等について検討する。 本制度を廃止することとした。これに伴い，平成18年
校との人事交流が円滑に行 度以降の現外国人教師在職者の雇用等の取扱いについ
える条件整備を行う。 て，学術室，教育室，財務室及び総務室が連携の上で

外国人教員への円滑な移行等を図った。
○外国人教員数(平成18年3月1日現在)：32名
なお，今後とも，海外教育研究拠点における外国人教
員の採用の要件等について引き続き検討するととも
に，採用を促進することとしている。

② 女性教員等の採用を促 ② 女性教員等の採用を促 Ⅲ ②（休暇等関係）
進するため，弾力的な勤務 進するため，休暇及び休業 計画番号62-①参照
形態の導入や，保育施設の 制度の拡大や，保育施設の （保育施設の整備）
整備など勤務環境の条件を 整備など勤務環境の条件整 東広島キャンパスにおいては，平成16年度に検討
改善・整備する。 備のあり方について検討す に着手し，これまでの本学の検討状況を再確認し，

る。 他国立大学法人の動向調査，民間企業の保育施設の
視察及び東広島市の現状調査等を行った。引き続き

， 。平成18年度に さらに検討を進めることとしている
霞キャンパスにおいては，広島市南区地域の保育

児童の推移，保育施設数等について調査を行い，保
育施設『タンポポ保育園』の整備・充実策について
検討する一方 『タンポポ保育園』に対する財的支援，
を実施した。

【65】 【65】
【事務職員等の採用・養成 【事務職員等の採用・養成
・人事交流に関する具体的 ・人事交流に関する具体的
方策】 方策】
① 組織運営への機動的・ ① 目標管理制度の導入， Ⅲ ①（職員の人事評価）
弾力的な対応と個人に対し 能力基準の作成，給与への 計画番号61-①参照
ての適切な動機付けが可能 反映等について検討を進め （教員の人事評価）
となるよう，職員の能力と る。 計画番号17-③，28-③，33-②参照
業績を適切に評価し，その （教職員の給与制度）
結果を配置と処遇に反映さ 計画番号17-④参照
せる。 （サバティカル休暇を付与するなどの制度等の導入）

計画番号18-⑥，29-⑧参照

② 職務や職種の特性に応 ② 職務や職種の特性に応 Ⅲ ②業務組織・人員検討WG(後述67-①)において，業務
じた複線型のキャリア体系 じた複線型のキャリア体系 組織の見直し・整備（副課長，専門員，総括主査及び
を確立する。 について，給与制度の見直 高度専門職などの職位の見直しを含む ，各組織の職）

しと併せ，検討を進める。 員人員配分及び人件費削減への対応等について検討
を行い，各室等のヒアリング等を経て，平成18年2月
に最終まとめを取り纏めた。

その結果，平成18年度における業務組織の見直し
・整備等については，この最終纏めを受け，平成18
年4月から実施することとした。

③ 専門的な知識・技能を ③ 専門的な知識・技能を Ⅲ ③中国・四国地区内の文部科学省関係機関の事務系
有する人材を確保し組織の 有する人材を確保し組織の 及び技術系の業務に従事する職員の採用試験を，全
活性化を図るため，試験採 活性化を図るため，試験採 国同一試験日により 「中国・四国地区国立大学法人，
用と選考採用を職務内容ご 用と選考採用を職務内容ご 等職員採用試験」として共同実施している。事務系
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とに適切に組み合わせた， とに適切に組み合わせた， 及び技術系職員の採用及び昇任のための選考は，教
採用方法を導入する。 採用方法を活用する。 養試験，適性試験，作文試験，人物試験及び経歴評

，定のうちいずれか一以上の方法により行うものとし
そのうち，グループ員，室員及び技術員の採用は，
原則として中国・四国地区国立大学法人等職員採用
試験の第一次合格者名簿に提示された候補者のうち
から行うこととしている。また，専門的な知識・技
能を必要とするなど特別の資格等を必要とする場合
は，本学で独自に選考を実施し，職務内容等に応じ
た適切な採用方法を活用している。

④ サービス機能・企画・ Ⅲ ④階層別研修及び実務研修の検証・改善・充実を図
④ サービス機能・企画・ 立案機能を重視した高度な るとともに，具体的効果等を考慮した研修計画を以
立案機能を重視した高度な 業務遂行が可能な人材を育 下のとおり企画・立案し，平成16年度に比べ充実を
業務遂行が可能な人材を育 成するため，研修の充実を 図った。
成する。 図る。 ・新採用職員研修，新任主査研修，中堅職員研修，

ビジネスマナー研修，人事担当職員実務研修，キャ
リア・アップ（労働法等）研修，語学研修

また，研修・セミナー等の実施後には受講生に対
しアンケート調査を行い，結果を分析し，改善に取
り組んでいる。

⑤ 職員の資質の向上，組 ⑤ 職員の資質の向上，組 Ⅲ ⑤法人化以前からの人事交流に加え，平成16年度か
織の活性化等の観点から， 織の活性化等の観点から， ら新たに国立大学協会及び日本学生支援機構を交流
文部科学省での勤務や他大 文部科学省及び他大学等と 機関として加え，継続的に実施している。
学等との人事交流の仕組み の人事交流等を継続的に実 ○平成17年度実績：
を構築する。 施する。 派遣：13機関，60名 受入：3機関，6名

さらに，文部科学省及び日本学術振興会での行政実
務研修（長期研修）等に加え，平成16年度から導入
している私立大学へも事務研修（6月）として派遣す
る仕組みを継続的に実施している。
○平成17年度実績：

派遣：3機関，6名
また 「中国・四国地区国立大学法人等職員採用試，

験」の実施委員会採用試験事務室として，近隣機関
， 。から要員(2名)を受入れ 継続して共同実施している

【66】 【66】
【中長期的な観点に立った 【中長期的な観点に立った
適切な人員（人件費）管理 適切な人員（人件費）管理
に関する具体的方策】 に関する具体的方策】
① 人事・総務担当副学長 ① 教育研究活動の活性化 Ⅲ ①，②（教員）
の下で企画・立案，評価及 と質的向上及び大学運営に 教員人員調整部会において，平成18年度における本
び改善の機能を持つ組織 人 係る人材の有効活用に関す 学の中期計画等と連動した需要や必要性に対応した教（
事・総務室）を設置し 「人 る企画・立案を行うととも 員の人員配分について，10回にわたり検討会議を開催，
事・総務室」において教育 に，全学的視点からの人件 した。その過程で全学的視点から各部局等のヒアリン
研究活動の活性化と質的向 費（人員）管理による教職 グなどを実施し，移行計画の実施・確認を行った。
上及び大学運営に係る人材 員人事の適正化を推進する （＊計画番号15-①，55-②関連）。
の有効活用に関する企画・ ② 各組織の人事計画に関 （職員）
立案を行うとともに，全学 する評価を実施し，大学全 業務組織・人員検討WGにおいて，全学的視点から業
的視点からの人件費 人員 体の人事計画の適正化を推 務組織の見直し・整備（職位の見直しを含む ，各組（ ） ）
管理による教職員人事の適 進する。 織の職員人員配分及び人件費削減への対応等について
正化を推進する。 検討を行い，平成18年度における業務組織の見直し・
② 教員数の各部局への配 整備，職員の人件費削減等について実施することとし
分は，部局長裁量分として た （＊計画番号65-②関連）。
の「部局基礎分」並びに学 なお，業務組織の見直し等の中で，上位級職員数の
長裁量分としての「部局付 あり方及びポスト数の見直し等については，組織活性
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， ，加分」及び「全学調整分」 化検討WG(後述67-①)での検討結果を踏まえて 組織
の３区分を基本として，ま 人員配置，削減案策定について検討していくこととし
た，事務職員の配置は，新 ている。
たな運営組織を基本的な枠 ◎「資料編」参考資料７
組みとして，中期目標・中
期計画を踏まえた需要や必
要性に応じて行う。
③ 各部局等の人事計画に
関する評価を実施し，大学
全体の人事計画の適正化を
図る。

④ 教室系技術職員の配置 ③ 教室系技術職員の配置 Ⅱ ③技術センター運営会議において，昨年度策定した平
については，全学的な人員 については，全学的な人員 成21年度までの移行計画に則し，運営体制の確立，評

， 。の一括管理の方針により行 の一括管理の方針により行 価システムの導入 人事管理等について検討を進めた
う。 う。

ウェイト小計
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広島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

① 各種事務の集中化・電算化などにより，事務処理の簡素化・迅速化を図る。
② 事務組織，職員配置の再編，合理化を進める。中
③ 外部委託等を積極的に活用する。
④ 事務職員の専門性の向上を図る。期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【67】 【67】
【事務組織の機能・編成の 【事務組織の機能・編成の

】 】見直しに関する具体的方策 見直しに関する具体的方策
① 事務局・各部局ごとに ① 各組織の業務の評価と Ⅲ ①効率的・合理的な大学運営を行うため，大学運営支
個別に行われていた業務を 見直しを行い，効率的・合 援体制の整備及び業務の改善等について対応する組織
見直し，新たな運営組織に 理的な大学運営を行う。 として役員会の下に大学運営支援体制検討部会を設置
よって効率的・合理的な大 し，業務組織の整備及び業務改善等について検討する
学運営を行う。 ため「業務組織・人員検討WG」及び「組織活性化検討W

」 （ ） ， 。G を設置 平成17年6月 し 運営の見直しを行った
（業務組織・人員検討WG）
・会議の開催(6回)
・方針の策定「業務組織の見直し等について」
・大学院課程の支援体制の充実のため修学支援Gに修学
支援課長の設置，グループの規模の見直し等の組織整
備の実施（平成18年2月）
（組織活性化検討WG）
・会議の開催(7回)
・教職員への業務改善に関するアンケート調査の実施
・業務改善策（243項目）の提案（平成18年2月）
なお，各組織においても評価の結果業務の見直しを行
っている。

② 業務の効率化・高度化 ② 業務の効率化・高度化 Ⅲ ②各室，各組織において業務の効率化・高度化を図る
を図るため業務マニュアル を図るため業務マニュアル ためマニュアルを作成し，ホームページや電子掲示板

。 ，を作成し，情報や業務ノウ を作成し，情報や業務ノウ へ随時掲載し情報や業務の共有化を図っている なお
ハウの共有化を進める。 ハウの共有化を進める。 大学病院においては，病院の診療・教育等支援グルー

プを対象に，業務マニュアルを作成し，マネジメント
レビューによるPDCAサイクルの確立を目指しISO9001を
導入した（平成17年12月19日ISO9001認証取得 。）
◎「資料編」参考資料８

③ 組織活動の要素とされ ③ 全学電子決裁システム Ⅲ ③ 各組織でPDCAを確立し，業務を効率的に運用するた
ている，戦略，組織（人 ， の構築に向けた検討を行う め，バランス・スコアカードを用いた目標管理の手法）
業務の流れ及び情報化の在 など，戦略，組織（人 ，業 を各組織で取り入れることとし，法人本部の4室（学長）
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り方を見直し，サービス機 務の流れ及び情報化の在り 室，学術室，情報政策室，総務室）で試行した（平成1
能の強化，企画・立案機能 方を見直し，サービス機能 7年10月～平成18年1月 。試行の結果を踏まえ，4室に）
の強化を図るとともに，ス の強化，企画・立案機能の おいては平成18年度計画に反映し，目標管理を実施す
リム化と効率化を達成する 強化を図るとともに，スリ ることとしており，平成18年度には，本部その他の室。

ム化と効率化を達成する。 及び数部局において目標管理を実施する予定である。
， 「 」また 業務のスリム化については 組織活性化検討WG

の下に業務のアウトソーシングの在り方を検討するサ
ブWGを設置し，9回検討の上，サブWG報告書を纏めた。

， ， ，なお 大学病院については PDCAサイクルの確立の為
ISO9001を認証取得している(計画番号52-④，67-②)。

④ 情報の共有化と電子申 ④ 届け出等の全学電子申 Ⅲ ④教職員を対象とした届出や手続き等の電子化に向け
請等を可能とする電子事務 請システムの構築に向けた て検討した結果，既に必要な届け出等は電子化してお
室を構築する。 検討を行う。 り，新たなものについては業務見直しの結果を得て実

施することとした。

⑤ 電子事務局の機能を活 Ⅲ ⑤ビジョン共有型の基盤形成のため以下のとおり電子
用し，情報の共有化を進め 事務局の機能充実を図った。
る。 ・電子掲示板の閲覧数を高めるため，広報的視点から

の見直し（ニュース項目をヘッドラインとして示す）
・学報を電子事務局に掲載することにより迅速な情報
の共有化
・部局内の情報共有の促進のため部局電子掲示板の設
置（平成17年度開始部局 文学研究科，先端物質科学
研究科）

⑤ 「文書館」を設置し， ⑥ 法人文書の整理・保存 Ⅲ ⑥事務組織の廃棄文書の管理を行い，文書館への移管
法人文書の整理・保存と管 と管理の一元化を図る文書 を円滑に行うとともに，文書館にて整理・保存してい
理の一元化を図る。 管理システムを構築する。 る なお 平成16年度末に保存期間を終了した文書 3,。 ， （

500冊 について 選別を行い 1 568冊の移管処理 文） ， ， ， （
書館所蔵目録への登載）を完了し，残りは廃棄処分と
した（廃棄率55.2％ 。また，DBによる法人文書管理シ）
ステムの構築について検討を行い，システムの機能充
実の作業を行い，平成18年4月からの全学利用を目指し
ている。

⑥ 財務会計システムや人 ⑦ 平成１８年度の稼働を Ⅲ ⑦人事・給与等システム構築プロジェクトを設置し，
事・給与システムなど，こ 目途にＥＲＰ（統合基幹業 現行の文部科学省汎用人事・給与システムから，本学
れまで個別に構築されてき 務システム）としての人事 独自のＥＲＰ（統合基幹業務システム）の一つとして
た各種の業務システムを， ・給与システムの開発を行 の新人事・給与システムに移行するよう，平成17年度
統合的なデータベースを基 う。 は約60回にわたり開発・検討会議を開催し，平成18年1
盤とするＥＲＰ（統合基幹 月からのテストランを経て，平成18年4月から本稼働さ
業務システム）として再構 せるよう開発を行った。
築する。

【68】 【68】
【複数大学による共同業務 【複数大学による共同業務
処理に関する具体的方策】 処理に関する具体的方策】
① 職員の試験採用につい ① 職員の試験採用につい Ⅲ ①平成16年度に引き続き，平成17年度も同様に中国・
ては，全国の共通試験を活 ては，全国の共通試験を活 四国地区内の国立大学，国立高等専門学校，国立青年
用し，地域ブロック単位で 用し，地域ブロック単位で の家及び国立少年自然の家の事務系及び技術系の業務
試験を実施する。 試験を実施する。 に従事する職員の採用試験を，全国共通の試験を活用

し，全国同一試験日により 「中国・四国地区国立大学，
法人等職員採用試験」として共同実施した結果，4,393
名が申し込み，3,635名が受験した。

なお，受験者獲得活動として，中国・四国地区だけ
でなく，関西地区及び九州地区の受験希望者のための
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業務説明会を行ったほか，前年度の受験者が比較的多
い大学の就職部へ訪問し，受験者獲得活動を実施した
（延べ36校，参加者数1,590名 。）

さらに，社会人対策として，夜間の説明会を広島市
内で行った（参加者数89名）ほか，技術系区分の受験
者増加対策として新たなチラシ作成及び高等専門学校
での説明会を1校から5校に拡大した。

② 財務会計，人事管理， ② 財務会計，人事管理， Ⅲ ②中国・四国地区国立大学法人等の職員の資質・能力
安全衛生管理など各大学に 安全衛生管理など各大学に の向上に資するため，財務会計，人事管理，安全衛生
共通する課題についての研 共通する課題についての研 管理など各大学に共通する課題についての研修や民間
修や，民間的発想のマネジ 修や，民間的発想のマネジ 的発想のマネジメントのための研修など，中国・四国
メントのための研修を，複 メントのための研修を，複 地区国立大学法人等の共同研修事業として，連携・協
数の国立大学法人と共同し 数の国立大学法人と共同し 力体制を整えて検討・企画の上，平成17年度において
て実施する。 て実施する。 以下のとおり実施した。

主要なものについて記載。
(1)中国・四国地区国立大学法人等会計事務研修
(2)中国・四国地区国立大学法人等安全管理協議会
(3)中国・四国労働安全衛生協議会
(4)中国・四国地区国立大学法人等労務担当職員研修
(5)中国・四国地区国立大学法人等労務管理・マネージ
メントセミナー

なお，現在，本学が企画・実施する研修・セミナー
等の実施後に，受講生に対しアンケート調査を行い，
結果を分析し，より効果的，かつ，効率的に研修が行
えるよう改善に取り組んでいる。

【69】 【69】
【業務のアウトソーシング 【業務のアウトソーシング
等に関する具体的方策】 等に関する具体的方策】
① 業務内容の主眼を行政 ① 情報ネットワークシス Ⅲ ①情報ネットワークシステムの運用管理についてアウ
事務からサービス業務へ転 テム運用管理など，業務の トソーシングを行うため，学内ネットワーク環境の調
換し，コア業務以外の業務 外部委託化を推し進め，運 査として，業務用サーバ室のネット配線整備，講義室
の外部委託化を推し進め， 営組織のスリム化を図る。 等のネットワーク環境を調査し，次期学内ネットワー
運営組織のスリム化を図る ク構築のための配線図を作成し，業務用サーバ室等の。

休日管理体制の整備を行った。また，外部委託化につ
いては各室等において検討を進め，実施可能なものか
ら実施している。
○例示
・一定期間に業務が集中する業務：人事データ入力業
務，財形貯蓄業務，諸手当認定業務
・コア業務以外の業務：点検・保守・運転監視業務(68
件)，実施設計業務(5件)

② 本学の業務を委託でき ② 本学の業務を委託でき ②平成16年度は，検討体制が明確でなかったことから
る法人の設立を同窓会等に る法人の設立を同窓会等に Ⅲ 本計画の検討に着手できなかったため，まず大学運営
働きかけ，コア業務以外の 働きかけ，円滑な外部委託 支援体制検討部会の下の組織活性化検討WGに，アウト
業務の円滑な外部委託化を 化を図る。 ソーシング検討サブWGを設置（平成17年11月29日）の
図る。 上，アウトソーシング検討サブWGを2チームに分けて検

討を進めた。一つのチームにおいては，業務の外部委
託について，4つの視点（①廃止，②非常勤化（派遣，
再雇用を含む ，③外注化，④業務受託法人の設置・委）
託）から整理を行い，もう一方のチームにおいては，
人件費削減について，2つの視点（①ウエィトをかけた
人員削減，②流動的・計画的なパート・派遣職員の活
用）から整理を行い，両チームとも報告書を取り纏め
るに至った（平成18年3月24日 。）
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両チームの検討により，外部委託の方向性が明かに
なり，業務の外部委託は，平成18年度に具体の委託方
法について，検討を深めることとしている。

ウェイト小計

ウェイト総計
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広島大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項
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広島大学

Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目
標

① 外部研究資金の導入を促進し，研究経費の増額を図る。
② 附属病院については，新病棟等の施設・設備等を最大限に生かし，診療報酬請求額の中
増額を図る。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【70】 【70】
【科学研究費補助金，受託 【科学研究費補助金，受託
研究，奨学寄附金等外部資 研究，奨学寄附金等外部資

】 】金増加に関する具体的方策 金増加に関する具体的方策
① 各年度における具体的 ① 外部資金の増額を図る Ⅲ ①外部資金(科学研究費補助金，委任経理金，受託研究
目標 種類 件数 金額等 ため，情報の収集を行い， 費を除く。)のうち競争的資金プログラムの採択率アッ（ ， ， ）
を立て，その達成のための その具体的目標を設定し達 プを目指して，大学としての戦略・施策等の検討，ヒア
計画を策定する。 成のための計画を策定する リングによる申請書のブラッシュアップ等を図るため，。

役員会のもとに 競争的資金部会 を設置(平成17年6月)「 」
した。今年度については，単に増額を図るのが目的では
なく，どのプログラムに応募し，採択されるためにはど
のようなプロジェクトにするかを検討するのを主目的と
しており，具体的な目標については次年度以降検討する
こととしている。
・競争的資金部会(14回開催)
・部会によるヒアリング(6回開催：内数)

申請件数： 8プログラム14件
採択件数： 4プログラム 5件

・部会によるプレゼンテーション練習（3回開催：内数)
ヒアリング受験件数：2プログラム4件
採択件数：2プログラム3件

また，科学研究費補助金の採択率及び獲得金額を向上さ
せるため，専門的な知識を有する本学の教員が申請予定
者に対して申請内容の評価及び改良への助言を行う制度
を設けた。

② 外部研究資金の増額を ② 産学官関連事業の強化 Ⅲ ②産学連携センターでは文部科学省からの産学官連携コ
図るため，産学官関連事業 のための専門コーディネー ーディネーター2名を受け入れるとともに，東広島市，

，の強化のために専門コーデ ターの配置等の実施体制を 呉市及び府中市からリエゾンフェローを各1名受け入れ
ィネーターの配置等の実施 整備し，外部研究資金の増 コーディネート件数（契約成立数）は50件を越えた。産
体制を整備する。 額を図る。 学官連携コーディネーターやリエゾンフェローは，相談

業務の経験値が高く，地域中小企業の動向も把握してい
るため，大学の研究シーズを地域に紹介するなど，大学
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のコーディネーターとは違う観点での活動が可能である
ことから，業種別，地域別という縦横の対応が可能とな
っている。また，共同研究や受託研究の契約数約60件の
うち，受入れフェローの扱ったものが12件，36,000千円
もあり，大きな戦力となっているとともに，派遣先の地
方公共団体との様々な行事のパイプ役となっており，非
常に有効であった。

【71】 【71】
【収入を伴う事業の実施に 【収入を伴う事業の実施に
関する具体的方策】 関する具体的方策】
① 在院日数を短縮する。 ① 手術室の効率的な稼動 Ⅲ ①手術部の効率的運営等により，対平成16年度比が計画

等により，手術件数を３％ の3％を上回る約5％を達成した。
（ ） 。平成１６年度比 増やす

② 診療報酬査定減の縮減 ② 診療報酬査定減率は， Ⅲ ②診療報酬請求基準を上回る薬品や医療材料の過剰使用
に努める。 平成１６年度の水準を維持 を防ぎ，診療報酬明細書（レセプト）の精査を引き続き

する。 実施したが，平成18年3月時点で判明している診療報酬
査定減率は，平成17年11月分までの診療報酬請求に係る
数値で0.44％であった。これは積極的な診療報酬請求
を行った肝臓移植に対して厳しい査定が行われたため
であり，肝臓移植分を除くと平成16年度（0.37％）の
水準を維持（見込みを含む）している。

③ 情報システムにより 需 ③ 病院管理会計システム Ⅲ ③病院管理会計システムは，完成度は十分ではないも「
要 医療現場 供給 Ｓ を活用して，診療経費を節 のの試行的に稼働させている。病院予算の在り方及び」（ ），「 」（
ＰＤセンター 「収入 （医 減する。 効率的な資源運用の方策については，他の病院視察，）， 」
事）のデータを的確に分析 本学病院の経営担当特別顧問の助言を受けて，財務会
し，医療費（薬品・材料費 計システムから抽出したデータに基づく診療科ごとの
等）の節減等を図る。 収支バランスの評価等により検討している。医薬品に

関しては，平成16年度末と平成17年度末のたな卸資産
報告により比較すると，約2,700万円の減額になってお
り，平成16年度末比で14.8％の縮減を図ることができ
た（ただし，検査試薬に関して，平成16年度末は単価
契約品目だけを対象にしていたが，平成17年度末は全
品目を対象にしているため，実際の縮減率は14.8％を
上回る可能性がある ）一方，光熱水料等に係る経費節。
減方策を検討し，年度当初見込み額は約5億6千万円で
あったが，年度末の見込みでは5億4千万円弱であり，1
千万円強の経費節減が可能となった。

ウェイト小計

ウェイト総計
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広島大学

Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

管理的経費等のコストの削減目標を設定し，それを達成するために合理的・効率的な資金
運用を行い，固定的な経費の抑制に努める。中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【72】 【72】
【管理的経費の抑制に関す 【管理的経費の抑制に関す

①財務マネジメント会議において，経費節減対策の基本る具体的方策】 る具体的方策】
① 財務担当副学長の下で ① 全学的な管理的経費 光 Ⅲ 的方針を策定し，具体の節減対策について検討した。経（
企画・立案，評価及び改善 熱水料 施設維持管理経費 費節減対策は，継続的に行っていくことが必要であり，， ，
の機能を持つ組織 財務室 管理運営を補助する職員の 平成18年度において引き続き具体的検討を進め，平成19（ ）

， 。 ，を設置し 「財務室」を中心 人件費等）の効率的執行に 年度予算編成に結びつけることを目標としている また
に全学的な管理的経費（光 関する企画・立案を行うと 決算報告書をまとめ，決算状況を翌年度予算編成の参考
熱水料 施設維持管理経費 ともに 全学的管理により とした。一方，施設マネジメント会議の「省エネ推進部， ， ， ，
管理運営を補助する職員の その抑制及び事務負担の軽 会」において作成した「エネルギー管理標準」により，
人件費等）の効率的執行に 減化を図る。 省エネ推進活動を行い光熱量の抑制を図っている。その
関する企画・立案を行うと 結果，平成17年度のエネルギー消費原単位で霞団地は前
ともに 全学的管理により 年度比3.8％の削減，東広島団地は同比1.8％の削減とな， ，
その抑制及び事務負担の軽 っている。省エネ機器の導入は照明器具・空調機等を採
減化を図る。 用し，また施設維持管理経費については全学施設を対象

とした施設パトロール等（特定建築物の定期報告）によ
り，大学全体としてバランスのとれた効果的な改善工事
が実施でき，経費の抑制に繋がった。
◎「資料編」参考資料９

② ﾊﾟｿｺﾝｿﾌﾄｳｪｱについて,全 Ⅲ ②全学的なライセンス化の検討を行ったが，価格，導入
学的なﾗｲｾﾝｽ化を検討する。 方式面でマイクロソフト社と折り合いが付かなかった。

② 光熱水料等各々の事項 ③ 光熱水料等各々の事項 Ⅲ ③施設マネジメント会議の「省エネ推進部会」において
に目標値を設定し，その達 に目標値を設定し，その達 作成した「エネルギー管理標準」により，エネルギー原
成のためにインセンティブ 成のためにインセンティブ 単位前年度比1％減を目標に省エネ推進活動を行い，光熱
が働く学内システムを確立 が働く学内システムを検討 水料の抑制を図っている。その結果，平成17年度のエネ
し経費抑制を図る。 する。 ルギー消費原単位で霞団地は前年度比3.8％の削減，東広

島団地は同比1.8％の削減となっている。また，光熱水料
の増減について，インセンティブを考慮し，部局長裁量
経費の配分に反映させることとした。

ウェイト小計

ウェイト総計
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広島大学

Ⅲ 財務内容の改善
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

「 」資産管理については全学共通の財産という観点で 新たな施設マネージメント・システム
の構築などを行い，教育・研究，社会貢献などの諸活動のための資産（施設，設備）の有中
効活動を図る。

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【73】 【73】
【資産の効率的・効果的運用 【資産の効率的・効果的運用
を図るための具体的方策】 を図るための具体的方策】
① 資産管理を従来の教員個 ① 資産管理を従来の教員個 Ⅳ ①施設・設備の効率的・効果的な運用を図るため，施設
人管理から全学的管理に移行 人管理から全学的管理に移行 マネジメントシステム導入に向け構築計画を作成し，基
し，教育及び研究施設・設備 し，教育及び研究施設・設備 礎データの収集・分析を進めている。
の効率的・効果的な運用を図 の効率的・効果的な運用を図
る。 るための方策を検討する。

② 安定的な教育研究活動を ② 安定的な教育研究活動を ②既存施設の有効活用を図るため，全学の施設利用実態
行うために，定期的に施設の 行うために，施設の使用状況 Ⅲ 調査を実施し，適切な利用方法を検討している。平成17

， 。使用状況実態調査を実施し， 実態調査を継続実施し，部局 年度は全学の講義室を対象に調査を行い 分析中である
部局ごとの基礎配分施設使用 ごとの基礎配分施設使用面積 また，限りある施設を戦略的に使用するため，中期計画
面積基準を策定するとともに 基準を策定するためのデータ 期間内に部局ごとの基礎配分面積基準・加算配分面積基，
実績に応じた加算配分基準を の整理を行う。 準を定め，再配分することとしており，平成17年度は施
定め，申請により戦略的に配 設利用実態調査で得たデータの整理を行った。

。分する施設面積の確保を行う

③ 教育施設の充実を図るた ③ 教育施設の充実と効率的 Ⅲ ③教育施設の効率的な運用として，中期計画期間内に現
め，講義室や学生実験室等を な運用を図るため，講義室や 在各部局単位で管理している講義室・実験室を全学管理
全学管理し，効率的な運用を 学生実験室等を全学管理し， の下で共有化を図り，これにより生じた余剰面積を不足
図る。とりわけ，大学院学生 大学院学生の施設面積を確保 している大学院生スペースとして有効利用する計画であ
のための施設面積を確保し重 するためのデータの整理を行 る。そのため，平成17年度は講義室・実験室の実態調査
点的に整備する。 う。 を行い，データを整理している。

④ 施設の維持管理のため， ④ 施設利用者から施設使用 Ⅲ ④共用スペースの施設使用料徴収のための検討資料とし
配分施設面積基準を超えた施 料を徴収したり，また，空き て，全国国立大学の導入状況の確認を行い，WGを設置し
設利用者から施設使用料を徴 時間帯の講義室等を学外者に て方策の検討を進めている。
収したり，空き時間帯の講義 有料で貸与するなどの方策を
室等を学外者に有料で貸与す 検討する。
るなどの方策を検討する。

ウェイト小計

ウェイト総計
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広島大学

Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

①，②大学の教育研究活動を支える財務運営全般について，法人化初年度である平成16 ど，競争的資金部会を14回，部会によるヒアリングを6回開催した（平成17年度採択件数

年度の状況を踏まえ以下のとおり必要な見直し等を行い 「平成17年度広島大学予算編成 4プログラム 5件 。但し，競争的資金プログラムは採択期間が終了すれば終わりという， ）

方針」に沿い，また，年度当初から各組織において予算執行が可能となるように早期に ものではなく，続行していかなければならないプロジェクトも多数あるため，今年度は

予算配分を行った。 本学として後年度負担のことも考慮し，検討を進めることとしている。

(1)総枠予算方式への移行について また，研究活動のための財政基盤強化の方策の一つとして，科学研究費補助金の獲得

各部局に予算を配分するにあたって，各組織の独自性を尊重しつつ，効率化に努めた を推進することにより，その採択率及び獲得金額を向上させるため，本学の科学研究費

予算増は各組織の裁量で使用可能とし，各組織の判断（責任）による機動的な予算執行 補助金の申請予定者から，事前に研究計画調書の研究計画内容について，専門的な知識

ができるようにした。 を有する本学の教員が依頼を受け，本学全体における研究活動の一環(本務)として，申

(2)効率化係数（前年度予算から1％減額）への対応について 請内容の評価及び改良への助言を行う制度を設け，採択率の向上を目指している。

教員の教育研究活動の最低保障を確保するため，基盤教育費，基盤研究費については

効率化係数を乗じず，管理的経費に2％の効率化係数を乗じて対応することとした。 ③，④計画決定・実施と予算配分との関連付けについては法人化初年度の決算が終了し

(3)電子ジャーナルの共通経費化について たことにより財務会計処理の1サイクルが終了した。現行制度においては，前年度の決算

電子ジャーナルは 「世界トップレベルの特色ある総合研究大学」を目指す本学の教育 が次年度の予算編成に反映する仕組みを構築することは難しいため，平成16年度の決算，

・研究の基盤のため，全学共通的な経費として図書館へ配分を行った（前年度比約1.5億 状況を加味しつつ，平成18年度の予算編成を実施している。但し，今後は年度計画の進

の増 。 捗管理（財政面も含む）などを定量的に把握することが求められており，そのため，大）

(4)基盤教育費の配分単価の変更について 学経営指標検討WGで，引き続き大学経営指標の検討を行うこととしている（計画番号51

従来の文科・理科配分比率は1:2としているが，平成16年度の状況として現状配分単価 －① 。また，同様のことは，国立大学法人の年度評価にも当てはまり，評価の完結時期）

では文科の教育経費が不足している状況であることなどを勘案し，基盤教育費の配分比 が6月になるため，計画・実施・評価・改善のサイクルに連結しにくい。そのため，より

率を2:3に変更した。 恒常的な自己点検・評価の方法を開発することが必要となっている。

学士課程(3・4年次)：文科 15,000円→20,000円，理科 30,000円(変更なし)

大学院修士課程：文科 45,000円 60,000円，理科・教育 90,000円(変更なし) ⑤経費の節減に向けた取り組みについては，財務室の下に設置した「財務検討会議 （平→ 」

大学院博士課程：文科 100,000円 133,000円，理科・教育 200,000円(変更なし) 成17年10月より「財務マネジメント会議」に名称変更）において，経費節減対策の基本→

(5)間接経費の取扱について◎「資料編」参考資料１０ 的方針を策定し，経費節減検討事項（業務委託契約，租税公課や手数料等の見直し，法

競争的資金受入のインセンティブを考慮し，間接経費受入実績額（前年度実績）の12. 人本部内複写経費の節減，学生マンパワーの活用等）及び増収対策検討事項（土地建物

5％を部局長裁量経費の積算に反映させることとした（新規約30,000千円を措置 。対象 等貸付に伴う収入増加策，大学全体の資金運用収入の増加策等）の両面での具体の対策）

は，科学研究費補助金等に伴い別途措置される間接経費，受託研究・事業，共同研究・ について検討するとともに，単なる経費節減や増収ではなく，新たに活用可能な財源を

事業の契約上，積算上間接経費又は一般管理費として計上されているもの。 確保し，新たな財政需要に対応しようとしている。なお，平成18年度においても引き続

(6)課外活動等施設維持管理予算等について き具体的検討を進め，平成19年度予算編成に結びつけることを目標としている。また，

学生納付金の一部としての課外活動環境の充実を図るため，課外活動施設の修繕費， 現状の施設での経費節減対策として，施設マネジメント会議の下に設置した「省エネ推

維持管理費を増額し，計画的に整備を図ることとした（前年度比10,000千円の増額 。 進部会」において作成した「エネルギー管理標準」により，省エネ推進活動を行い光熱）

料の抑制を図っている。その結果，平成17年度のエネルギー消費原単位で東広島団地は

， 。 ，外部資金獲得に向けての取り組みのうち，近年，政府所管等の大型の競争的資金が増 前年度比1.8％の削減 霞団地は同比3.8％の削減となり節減効果が現れている さらに

加しており，これを獲得することが大学にとって重要である。 照明器具・空調機は省エネ機器を導入し，施設維持管理経費については，全学施設を対

役員会の下に学長を座長に各理事・副学長並びに副学長等を構成員とした「競争的資 象とした施設パトロール等（特定建築物の定期報告）により，大学全体としてバランス

金部会」を立ち上げた。競争的資金部会においては，単に競争的資金プログラムの増額 のとれた効果的な改善工事を行うことにより，経費の抑制に繋げることができた（計画7

を図るのが目的ではなく，大学の戦略としてどのプログラムに応募するのか検討し，ま 2－① 。）

た，プロジェクトを採択させるためヒアリング等で申請書のブラッシュアップを図るな 自己収入の増加を推進するための取り組みとして，競争的資金の間接受入実績額（前



- 77 -

年度実績）を部局長裁量経費の積算に反映させるなど，競争的資金受入にインセンティ 分の基本方針と配分の進め方について （平成21年度までの移行計画に係る基本的な考え」

ブを与えている（再掲 。 方）に則り，平成18年度における教員の人員配分方針を作成し，役員会で承認した（計）

また 政府所管等の大型競争的資金を獲得すること等を目的として 競争的資金部会 画15-①及び55-① 。， 「 」 ）

を設置し，応募プログラムの選定，ヒアリング等での申請書のブラッシュアップ，後年 また，教員以外の職員については，平成17年6月に役員会の下に「大学運営支援体制検

度の計画など，戦略的に大型外部資金の獲得を目指している（再掲 。 さらに，科学研 討部会業務組織・人員組織検討WG」を設置し，各室等における業務組織の見直し及びヒ）

究費補助金の獲得を推進するため，採択率及び獲得金額の向上を目的として，専門的な アリングを経て，各組織の職員人員配分及び人件費削減への対応などについて検討を行

知識を有する本学の教員が申請予定者に申請内容の評価及び改良への助言を行う制度を い，最終まとめを作成し役員会で承認した（平成18年2月 。なお，業務組織の見直し等）

設けた（再掲 。 の中で，上位級職員の数の在り方及びポスト数の見直し等について，同WGにおいてさら）

人件費削減に向けた取り組みの中で教員については，平成17年6月に役員会の下に設置 に検討していくこととしている （計画15-①）。

した「教員人員調整部会」において，昨年度策定した「平成17年度以降の教員の人員配
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報の提供
１ 評価の充実に関する目標

評価データシステムの導入を図るなど，学内評価体制を整備する。
中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【74】 【74】
【自己点検・評価の改善に 【自己点検・評価の改善に
関する具体的方策】 関する具体的方策】
① 評価結果が具体的な改 ① 平成１６年度の年度評 Ⅲ ①（国立大学法人評価）
善に直結する効率的な自己 価を踏まえ 「自己点検・評 平成16年度の評価作業及び評価結果を踏まえ，効率的，
点検・評価を行う。 価 「国立大学法人評価 ， に評価活動を実施できるよう評価実施要領を改正し 評」， 」 ，「

「認証評価」に対応した自 価チェックシート」及び「平成17年度計画実施状況報告
己点検・評価システムを構 書」により評価作業を行った。
築する。また，平成１６年 （認証評価）
度の年度評価結果を踏まえ 認証評価機関の基準を検討するため，昨年度に引き続，
全学にフィードバックし， き認証評価機関の説明会に参加した（福岡，大阪 。認）
ＰＤＣＡサイクルの改善を 証評価機関によっては基準に違いがあり，どの機関の認
図る。 証評価を受審するにしても相当な準備が必要であること

から，認証評価機関の選定を行った。なお，専門職大学
院の認証評価については，平成18年度に予備評価を受審
することとした。
（自己点検・評価）

平成16年度の計画の実施状況を評価した結果 「順調，
に実施」されている計画が全体として約70%だったこと
から，今後の改善課題のデータを得るため，管理的業務
に携わっている教員対象，主査以上の職員を対象にアン
ケートを実施した（後述75-①，特記事項 。）

結果については 「平成16年度計画の実施状況と改善，
課題について（最終纏め 」として取り纏め，各種会議）
等で報告を行い，HPに掲載した。

② ＥＲＰ（統合基幹業務 ② ＥＲＰ（統合基幹業務 Ⅲ ②経営分析，自己点検・評価及び認証評価機関による認
システム）を導入し，そこ システム）を導入し，そこ 証評価等に資するため，ERPによる組織情報システムの
に蓄積されるデータの分析 に蓄積されるデータの分析 構築を目指し，国立大学法人（九州大学，山口大学 ，）
を基に，各副学長の下に設 を基に，各副学長の下に設 私立大学（関西学院大学）及び企業（菱化システム）か
置する「室」が関連する事 置する「室」が関連する事 ら情報収集を行った。また，ｼｽﾃﾑﾍﾞﾝﾀﾞｰ6社から情報収
項について継続的な自己点 項について継続的な自己点 集も行い，ｼｽﾃﾑ構成図を試作し，ｼｽﾃﾑｲﾒｰｼﾞの共有を図
検を行う。 検を行うシステムを検討す り，既存ｼｽﾃﾑのERPﾊﾟｯｹｰｼﾞを更に拡張し，評価ｼｽﾃﾑもER

る。 Pにより構築することとした。
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③ 各組織においても，継 ③ 各種評価活動の基礎と Ⅱ ③教員活動状況調査システムの入力率を高めるため，教
続的な自己点検・評価を実 なる教員活動状況データベ 員が自己の活動を年次で把握できるようシステム改修を
施し 改善策に反映させる ースの入力率を高め，デー 行った。但し，入力率が向上したかどうかの把握までは， 。

タの更新を行う。 行えなかった。
また，本ＤＢの情報を有効活用し，自己点検・評価シス
テムの効率性を上げるためには大規模な改修が必要であ
ることが判明したことから，次世代ＤＢについても検討
を開始した。

④ 各組織においては，継 Ⅲ ④評価委員会による「平成16年度計画の実施状況と改善
続的な自己点検・評価を実 課題について（最終纏め 」に基づき，全学的に改善に）
施し 改善策に反映させる 取り組んだ（特記事項⑤参照 。， 。 ）

室については，日常的な点検並びに計画の進捗状況につ
いて点検を行い，計画が順調に実施するよう努め，業務
運営の改善に反映させており，部局等においては，教育
研究の改善・向上に向けて組織・個人単位で点検・評価
を行い改善に反映させている。
なお，法務研究科においては，専門職大学院の予備評価
を受審するため，認証評価基準に沿った点検・評価を行
っている。
また，病院においては，PDCAサイクルを確立するため，
他の組織に先行して，一部の組織にISO9001を導入し，
認証取得し，3年間で病院全体に展開する予定である。

【75】 【75】
【評価結果を大学運営の改 【評価結果を大学運営の改

①室においては，所掌業務に係る自己点検・評価に基づ善に活用するための具体的 善に活用するための具体的
き改善を図り，その結果をＨＰ及び電子事務局掲示板，方策】 方策】

① 各組織では，自己点検 ① 各組織では，自己点検 Ⅲ 広報誌等により公表し周知を図っている。
結果に基づいて具体的な改 結果に基づいて具体的な改 また，部局等においては自己点検・評価を実施し，結果
善を図るとともに，改善結 善を図るとともに，改善結 を報告書に取り纏め公表している。
果を含め自己点検結果を公 果を含め自己点検結果を公 （例： 新しい知の探求』7（文学研究科 「広島大学大『 ），
表する。 表する。 学院教育学研究科・教育学部自己点検・評価報告書 ，」

「広島大学大学院理学研究科・理学部自己点検評価報告
書 ，広島大学大学院工学研究科・工学部外部評価報告」
書）
なお，病院においてはISO9001の品質マネジメントシス
テムを利用して，恒常的にPDCAサイクルを機能させ，改
善結果を含めて，自己点検結果を公表している。

② 各組織が行う点検・評 ② 各組織が行う点検・評 Ⅲ ②各組織による平成16年度計画の点検・評価に基づい
， ，「 」価及びそれに基づいた改善 価及びそれに基づいた改善 て 評価委員会が行った総括評価の結果 順調に実施

結果について 「学長室」に 結果について，学長室にお されている計画が全体で約70%だったことが判明した。，
おいて全学的視点から分析 いて全学的視点から分析・ 評価委員会では，この結果を踏まえ，実施状況が悪かっ
・再評価し，それに基づい 再評価し，それに基づいて た点を明らかにし，改善に繋げるため，管理的業務に携
て学長は中期計画の達成， 学長は中期計画の達成，教 わっている教員対象（約100名 ，主査以上の職員を対象）
教育研究の質的向上に努め 育研究の質的向上に努める （約300名）にアンケートを実施した。。
る。 結果については 「平成16年度計画の実施状況と改善，

課題について（最終纏め 」として取り纏め，各種全学）
会議等で報告を行い，ＨＰに掲載の上，構成員に共有を
図り，提出された課題について改善ができるものについ
ては改善を図った（後述特記事項⑤P82～83参照 。）

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅳ 自己点検・評価及び情報の提供
２ 情報公開等の推進に関する目標
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き，開示，不開示の決定通知書を請求者に速やかに交
付できる体制を整えるため情報公開委員会を発展解消
して，情報公開審査会を設置し(17.4.1)，平成17年度
の情報公開を以下のとおり行った。
○平成17年度開示請求受理件数 6者56件
○情報提供により情報開示した件数 4者4件
○平成17年度繰り越し開示件数 4者163件

④ 個人情報の保護に関す Ⅲ ④個人情報保護法等の全面施行に伴い以下のとおり，
る法律等の全面施行に伴う 対応した。
開示請求等に対し，アドバ （学外対応）
イザーに助言を求めるなど ・外部から個人情報保護法によって開示請求があった
迅速かつ適正な判断に基づ 場合，個人情報の開示，不開示の検討を迅速に行い，
いた対応を行う。 開示，不開示の決定通知書を請求者に速やかに交付す

るため，個人情報保護検討部会の設置（17.4.1）
平成17年度の開示請求（法による開示請求 1件，情報
提供制度による情報提供 入試1,093件，診療47件）
（学内対応）

（ ，・個人情報保護法の研修会の実施 一般職員向けに2回
医療従事者向けに2回 約550名受講）
・個人情報の適切な取扱いのため監査の実施（各部局
等17箇所）
・本学電子事務局への個人情報保護法の解説書掲載に
よる周知徹底（アクセス件数 月平均100件）

ウェイト小計

ウェイト総計
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広島大学

Ⅳ 自己点検・評価及び情報の提供に関する特記事項

①，②広島大学における自己点検･評価制度は，法人制度における大学運営の中でも特に れているため，評価活動は支障要因の解明よりは，実績を挙げたことを証明することに

重視し，平成16年度には，各副学長室・部局等の組織それぞれに権限と責任を付与し， 重きが置かれていると考える。実績を挙げたことを証明することに重きが置かれると，

「 」目標達成に向けた内発的動機付けを与え，各組織が企画・立案，執行，点検・評価，改 本年度評価によって 各国立大学法人等が自主的に行う業務運営の改善・充実に資する

善を行い，主体的，自律的に学習，成長するようにした。また，その評価結果と改善状 ことが可能であるとは言い難い。本学の評価活動は，ＰＤＣＡの中でもＣ Ａに繋がる→

況に対して 学長の下で全学的な視点から更に点検・評価するため評価委員会を設置し 役割を果たすことを重視し，実施しているが，課題を洗い出し，改善に結びつけるため， ，

二階層の評価制度を立ち上げている。 には長期のサイクルが必要なものもあり年度単位では完結できない。しかし，実績を挙

平成17年度は，評価結果を改善に結びつけるための方策として，平成16年度の実施状 げたことに重きが置かれると，当該年度で改善の実績がなかったものについては評価さ

況の改善課題について，評価委員会主体で全学的にアンケート（管理的業務に携わって れないことになっている。中期計画達成に向けての支障要因の解明は，必要且つ重要視

いる教員約100名対象，主査以上の職員約300名対象）を実施した。アンケートの結果， されるものであるので，改善実績がないということではなく，中期計画達成に向けた第

組織運営の問題として，①計画立案と決定の手続きと手法，②計画と実施責任及び組織 一歩であるという捉え方が必要である。

間の調整，③各級管理者のリーダーシップ，④予算との関連付け（平成16年度の予算配

分について ，⑤評価と次年度計画及び予算への反映，⑥各室，部・センターの組織内部 ⑤平成16年度は，法人化初年度ということもあり，年度計画の実施状況が悪く，本学の）

の連絡調整や権限関係の問題，⑦各室相互の関係，⑧各室と部局等組織の関係，⑨管理 自己点検・評価結果並びに国立大学法人評価委員会の評価結果でも遅れているとの指摘

運営の不効率と負担問題について，⑩コミュニケーション及び全学的なビジョン共有の を受けた。そのため，平成17年度においては改善課題を抽出することに重点を置き評価

方法についての課題が浮かびあがってきた。中期目標期間は6年間であり，初年度に中期 活動を実施した。その結果，各課題に対して，学長及び役員がトップダウンで対応する

計画を達成するための課題を見出せたことで，中期計画の達成に向けて成果があったと もの，法人本部である副学長室が対応するもの，全組織が対応すべきものなどについて

言える。 取り組み，改善ができるものについては以下のとおり改善を図っている。

また，国立大学法人評価，認証評価，自己点検・評価を包括的に対応する評価システ 課題①計画立案と決定の手続きと手法：

ムの構築に向け，効率的な評価活動を実施した。法人評価対応としては，昨年度の経験 ○年度計画を予算編成方針等に反映させるため，9月から素案作成作りに着手

を踏まえ「目標・計画関連表」の作成は行わないこと，大学経営指標を全学的に検討中 ・年度計画の策定に当たり，16,17年度計画及び16年度実績報告を考慮し，平成21年度ま

であり指標を使用した評価が今年度は行えないことから「ログ・フレーム」の作成は行 での中期計画の達成目標を踏まえ，より具体的なものを記載した。

わないなど修正を加え，負担の少ない評価活動を推進した。認証評価については，認証 ○各組織の年度計画を着実に実行するとともに，業務を効率的に運用するため，バラン

評価機関の基準の検討を開始し，各認証評価機関の基準について理解を深めた。認証評 ス・スコアカードを用いた目標管理を４室（学長室，学術室，情報政策室，総務室）に

価機関によっては基準に違いがあり，どの機関の認証評価を受審するにしても相当な準 おいて試行

， （ ）。備が必要であることから，平成17年度は，先ず認証評価機関を選定することとし，平成2 ・各室単位に 中期的計画を策定した 進捗を測ることのできる定量的評価指標を設定

2年度までの認証評価機関として（独）大学評価・学位授与機構を選定した(平成18年3月 ・中期的計画を基に，向こう１年程度の期間に行うべき事項及びその具体的な行動計画

14日教育研究評議会承認，平成18年3月20日経営協議会，臨時役員会承認 。なお，専門 （達成時期を設定）を策定した。）

職大学院の認証評価については 平成20年度までの本評価前に初年度の入学者 3年課程 課題②計画と実施責任及び組織間の調整：， （ ）

の修了以前の段階で予備評価を申請できることから，平成18年度にNIADの予備評価を受 ○大学運営，経営戦略等に関する事項について，企画立案，連絡調整を行う機関として

審することとした。自己点検・評価については，昨年度からの課題であった教員の個人 「企画会議」を設置

評価について評価組織連絡協議会（計画番号54）を通じて，全学的な検討を始め，2回の ・学長，理事・副学長及び副学長からなる11名の構成員のほか，学長補佐，監事，学長

意見聴取を行い，教員の個人評価について共通理解を深め，理念的なものを含めた教員 室付特別補佐及び法人本部部長の15名がオブザーバとして出席し，戦略的な法人経営に

の個人評価に関する基本方針（案）を取り纏めた（計画番号17-③，28-③ 。なお，具体 関する検討を行い，平成17年度は22回開催した。）

の実施等については，平成18年度に検討していくこととしている。 課題③各級管理者のリーダーシップ：

○大学運営に係る重要事項について，専門的かつ重点的に検討するため，役員会の下に

③，④各年度終了時の評価には，計画の進行状況（実績）を記載させる部分と中期目標 これまで設置していた会議等を見直し，大学運営支援体制検討部会等，新たに7つの部会

の達成にむけて支障が生じている理由（外的要因を含む）を記載する部分とが存在して を設置

いるが，評価結果を次期の中期目標期間における運営費交付金の算定への反映が示唆さ ・各部会に座長を置き，座長は原則として理事・副学長を当てることとし，大学運営に
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係る重要事項について，理事・副学長がリーダーシップを発揮出来る仕組みを構築して ○部局長連絡調整会議，総務事務連絡会を意見交換の場として活用(11回開催)

会議を開催して検討した。 課題⑨管理運営の不効率と負担問題について：

課題④予算との関連付け（平成16年度の予算配分について ： ○企画会議において各副学長等に設置する会議等の見直しについて検討）

平成17年度の予算編成については，Ⅲ財務内容の改善の特記事項参照 ・教員個々の教育研究活動以外の負担を軽減するため，会議等の設置を最小限に止め，

課題⑤評価と次年度計画及び予算への反映： 各副学長室に新たに会議等を設置する場合は，企画会議の了承を得ることにした。

○役員会の大学運営支援体制検討部会の下に「大学経営指標検討ＷＧ」を設置 課題⑩コミュニケーション及び全学的なビジョン共有の方法について：

・法人の年度評価では，評価の完結時期が6月になるため，計画・予算のサイクルに連結 ○意思疎通・情報共有のための対話を図るため学長による学科・専攻巡り，学長オフィ

しにくいため，法人評価の指標体系及び指標算定式の検討を行った。 スアワーの実施

○16年度計画の評価を18年度計画に，16年度財務諸表・決算報告書を18年度予算編成方 ○部局長連絡調整会議を意見交換の場として活用

針にそれぞれ反映させるとともに，年度計画を予算編成方針等に反映させるため，9月か ・総務事務連絡会と連携し情報伝達はできるだけ文書化を図る。

ら18年度計画の素案作成作りに着手し，平成18年度計画の立案を行った。 ○学内向けの広報誌等による学内コミュニケーション及び全学的なビジョン共有

課題⑥各室，部・センターの組織内部の連絡調整や権限関係の問題： ・HU-information（年3回発行 16,000部 ，HU-style（年4回発行 52,500部 ，広島大） ）

○役員会の下に，大学運営支援体制の整備強化等の施策を検討するため，大学運営支援 学だより（年1回発行 30,000部 ，人事部だより（年5回発行） など）

体制検討部会を設置 ○電子メディアによる学内コミュニケーション及び全学的なビジョン共有

・ 各室内部における連絡調整等」に係る現状の問題点と改善策について検討を行った。 （Pull型情報発信）「

○社会連携室等の運営の在り方の見直し ・大学運営に関して重要な会議の開催状況や会議資料（教育研究評議会，役員会等）を

・社会連携室を社会貢献活動を推進するための学内組織として，社会連携推進機構を対 電子掲示板に掲載し，構成員が情報を入手しやすい環境作りを構築しており，今後，掲

外的な社会貢献活動の「ポータルサイト」的役割を担う組織として位置づけた。 載のスピードアップを図るとともに，より分かりやすい情報の伝達に向けて掲載内容の

・地域連携センター，産学連携センター（知的財産社会創造センター18.4.1統合 ，医療 簡明化を目指している。）

社会連携センター，東京リエゾンオフィス，福山サテライトオフィス及び西条サテライ （Push型情報発信）

トオフィスを地域連携活動及び産学官連携活動の中心的な拠点として位置づけた。 ・大学運営情報を伝える手段として全構成員に対して広大メールの配信（17回）

課題⑦各室相互の関係： ・学長の考えを共有させる手段としてムタ･メールマガジンを引き続いて刊行(隔週発行)

○複数の副学長室に関連する業務について，各室間の情報交換と連絡調整が円滑に行わ なお，改善に取り組んでいるが成果が出るまでには時間がかかるものもあり，平成18

れるよう部長会を設置（平成17年度3回開催） 年度以降も引き続き改善に取り組んでいくこととしている。

○各室の業務遂行状況について共通理解を図るため，役員会及び企画会議で各副学長室

の業務報告を定期的に実施 また，教員組織や施設・設備等の教育環境及び研究活動に関する情報，学生の卒業後

課題⑧各室と部局等組織の関係： の進路や受験者数，合格者数，入学者数等の入学者選抜に関する情報などについては，

○全学的に連携が必要なものについては，政策決定等のプロセスを情報として流すこと 自己点検・評価の基礎資料として平成6年から隔年で印刷物を発行しており，2000年版か

も必要であることから，各副学長室等における会議において，部局の代表者にも委員と らは，広島大学総覧「資料でみる広島大学」(毎年更新)として，また研究者個人の活動

して参加してもらうことを可とすることとした。 内容については「研究者総覧 （日々更新）としてHPで積極的に発信している。◎「資料」

・平成17年度設置：評価組織連絡協議会，情報セキュリティ委員会 編」参考資料１１

・平成17年度見直し： 学士課程会議 「大学院課程会議 「教養教育委員会 「教育評「 」， 」， 」，

価委員会」
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広島大学

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標
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① 全学の施設整備基本計 ① 施設マネジメントシス Ⅲ ①施設部と情報政策室が連携の上，大学の施設をマネジ
画を策定し，施設マネジメ テ ムの 導入 に 向け 検討 す メント（スペース，コスト，クオリティー）するための
ント体制の下で施設整備の る。 施設マネジメントシステムの導入計画を作成し，関係各
一元的管理を推進する。 所で協議の上，平成18･19年度に予算化を図った。

② 東千田団地の施設整備 Ⅱ ②東千田団地の施設整備基本計画について作成作業を行
基本計画を策定する。 ったが，平成17年度中には策定することができず，平成1

8年度当初に策定予定である。

③ 施設の一元管理を推進 Ⅲ ③施設マネジメント会議において，施設の有効利用・エ
するために，施設整備基本 ネルギー管理等の施設・設備の一元的管理を推進し，コ
計画（東広島団地）に基づ ストマネジメントとして省エネ部会において，継続して
く実行計画の策定を図る。 光熱費の縮減活動を行った。

○平成17年度の基準年度(平成15年度)に対する電気の削
減比：東広島キャンパス-0.91％，霞キャンパス-4.52％
また，クオリティーマネジメントとして営繕費の一元管
理を行い，営繕費の適切な執行に努めた。
◎「資料編」参考資料１２

② 全学的な施設の整備・ ④ 施設の利用状況調査を Ⅲ ④全学の講義室を対象に施設の利用状況調査(1月25日，3
利用状況に関する点検調査 実施し，効果的な改修整備 0日)を行い，調査結果に基づき対象部局へ改善勧告等を

。 ， （ ）を実施し，効果的な改修整 と施設の有効活用のための 行った また 施設パトロール 特殊建築物の定期報告
備 と施 設の 有効 活 用を 図 方策を策定する。 の実施により，効果的な改修整備を行っている。
る。

ウェイト小計

ウェイト総計
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広島大学

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項
２ 安全管理に関する目標

環境保全管理計画に基づき，中・長期的視点に立って，学内の安全管理対策を徹底す
るとともに，全学のリスクマネジメント体制を充実させ，事故防止策を講じる。中

期

目

標

進捗 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【79】 【79】
【労働安全衛生法等を踏ま 【労働安全衛生法等を踏ま
えた安全管理・事故防止に えた安全管理・事故防止に
関する具体的方策】 関する具体的方策】
① 危険薬品等の管理，防 ① 危険薬品等の管理，防 Ⅲ ①特定化学物質及び有機溶剤等の年間使用量が相対的に
災対策，廃棄物処理など学 災対策，廃棄物処理など 多い部屋並びに頻繁に使用する部屋について，作業環境
内構成員ならびに周辺住民 学内構成員ならびに周辺住 の測定を実施し，作業所の定期巡視については年間計画
の安全に関わる学内の対応 民の安全に関わる学内の対 に基づき実施した。また，防災対策の一環として安全衛
を定期的に点検して，必要 応を定期的に点検して， 生委員会において，学外より講師を招き災害についての

（「 」， （ ） ），な安全管理・事故防止対策 必要な安全管理・事故防 講習会 災害に学ぶ マツダ 株 安全健康推進部長
を講ずる。 止対策を講ずる。 を開催した（東広島キャンパス(受講者148名)・霞キャン

パス(受講者201名)で各１回 。）

② 各種の法規制への対応 Ⅳ ②薬品管理システムの導入について，専門委員会による
及び安全管理のため，薬品 検討（8回）を重ね，システムの仕様書，機能要件，管理
管理システムの導入に向け 運用等（案）を作成した。その性能・機能を有する製品
検討する。 の比較，検討した結果，最適な薬品管理システムを導入

した。

② 各キャンパスの防災マ ③ 各キャンパスの防災マ Ⅲ ③教職員の初期消火技術の向上，自主防火体制の確立及
ニュアルに基づき，地域と ニュアルに基づき防災訓練 び防火意識の高揚を図ることを目的とした初期消火競技
も連携した防災訓練を実施 を実施する。また，地域と 大会（消防局主催）に参加（10チーム）した。
する。 も連携した防災訓練の検討 また，地域とも連携した防災訓練について消防署等と協

を行う。 議を行っている。

③ ＰＲＴＲ法（特定化学 ④ ＰＲＴＲ法（特定化学 Ⅲ ④模範的な安全キャンパスの実現を図るため，安全衛生
物質の環境への排出量の把 物質の環境への排出量の把 基準（ガイドライン）の策定に着手し，今年度は化学薬
握等及び管理の改善の促進 握等及び管理の改善の促進 品及び機械類（ボイラー，クレーン等）の取扱いについ
に関する法律 などの遵守 に関する法律 などの遵守 てガイドラインを作成した。） ， ） ，
適正な廃棄物処理法の徹底 適正な廃棄物処理法の徹底 また，医療廃棄物の処理に関しては，業者選定により厳
等，模範的な安全キャンパ 等，模範的な安全キャンパ 格に処理し，一般廃棄物の分別を徹底している。
スを実現する。 スの実現を図る。

④ 「環境安全センター」 ⑤ 環境安全センターにお Ⅲ ⑤環境安全センターにおいて，大学の環境管理と安全管
を核として，大学の環境管 いて，実験廃液の処理を含 理をより充実するため，以下の業務を実施した。
理と安全管理をより充実す めた環境管理並びに学生及 ・キャンパス内の実験室から排出される実験系排水の回
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る。 び職員の安全管理に関する 収・処理・分析等管理業務
専 門的 業務 を 行う とと も ・東広島キャンパスと霞キャンパスにおいて，全教職員
に，環境及び安全に関する ・学生を対象とした環境教育に関する講演会の実施(6月)
教育研究を行い，大学の環 ・実験系の学部に対して，化学実験等学生実験が始まる
境管理と安全管理をより充 最初の時間に環境教育の実施
実する。 ・毎月学部巡視者からの安全管理に関するデータの取り

纏め，問題箇所への対処，産業医との巡視などを実施
・全国安全週間(7月)と全国労働衛生週間(10月)に東広島
・霞キャンパスにおいて講演会及び初任者研修の実施
・新入生に対してはガイダンスで安全衛生教育を実施
・各学部生に対しては専門課程移行時，大学院生に対し
ては進学時に各学部の安全衛生管理者と協力して安全教
育の実施

【80】 【80】
【学生等の安全確保等に関 【学生等の安全確保等に関
する具体的方策】 する具体的方策】
① 廃水廃棄物処理に関わ ① 排水廃棄物処理に関わ Ⅲ ①環境配慮促進法の制定に伴い，本学の環境教育，環境
る環境教育の徹底を図る。 る環境・安全教育の徹底を 研究，環境管理，及び環境保全活動等に対応する組織と

図る。 して役員会の下に環境部会を設置し(平成17年12月)，広
島大学環境方針（案）の検討，データ収集，環境目標の
設定，実施計画の検討を行った。

② 防犯及び安全の管理， ② 防犯及び安全の管理， Ⅳ ②学生生活の安全度の向上のため，防犯及び安全管理，
診断，点検マニュアルを作 診断，点検マニュアルを作 診断，点検マニュアルを作成して以下のとおり防犯対策
成し防犯対策を進める。 成し防犯対策を進める。 に努めた その結果 報告のあった事件の件数は52件 昨。 ， （

年度47件 ，交通事故は43件（昨年度59件）で，事件は昨）
年度に比べやや増，事故は減少した（18.3.17現在 。）
・ 学生生活の手引」をリニューアル「
・啓発ポスターを作成・掲示し注意喚起

（ ，・電子掲示を行い事故防止の徹底 自転車の無灯火運転
マルチ商法，休業中の注意事項）
・マルチ商法に関するパンフレットの配布
・チューター・指導教員全員に学生が関わる事件・事故
の概要を配信し指導力を強化
・学生生活担当教職員研究会を1泊2日で開催し，学生へ
の対応について研究討議の実施(教員41名，事務職員28名
参加)

。③ 危険薬品類の取扱いや ③ 危険薬品類の取扱いや Ⅲ ③安全衛生教育の徹底を図るため以下のとおり実施した
室内環境衛生対策などの安 室内環境衛生対策などの安 ・ 安全マニュアル」の改訂，配布(6,000部)「
全教育を徹底する。 全衛生教育を徹底する。 健康管理などの衛生面，VDT作業，労働安全衛生法関係

事項などを，新たに追記
・ 安全衛生ポスター」を40部作成し，部局等へ配布「
・学内安全衛生教育を7,10月に2回実施

7月（新採用149名，一般109名，衛生管理者73名，作業
主任者18名，計349名 ，10月（新採用63名，一般20名，）
衛生管理者39名，作業主任者7名，計129名）
◎「資料編」参考資料１３

④ 情報セキュリティポリ ④ 全学情報セキュリティ Ⅲ ④情報セキュリティポリシー基本方針と対策基準及び部
シーを策定し，それに基づ ポリシーを策定し，情報セ 局等における実施手順を策定し，平成18年4月から情報セ
いた情報セキュリティ対策 キュリティの全学的な検討 キュリティポリシーの施行に至った。
を実施する。 ・実施組織を設置する。 ◎「資料編」参考資料５

また，情報セキュリティ維持のための全学的な組織とし
て，全学情報セキュリティ委員会を設置し，部局等に情
報セキュリティ責任者，情報セキュリティ組織を設置す
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ることとした。

⑤ 教職員及び学生に対す ⑤ 全構成員を対象とした Ⅲ ⑤情報メディア教育研究センターの新入生ガイダンスに
る情報セキュリティ教育を 情報セキュリティ教育の実 おいて「コンピュータネットワークへの招待」を配布し
徹底する。 施に向けた試行を行う。 てセキュリティ教育について説明を行った。また，新入

生を対象に「情報活用演習」の授業の一環としてセキュ
リティ教育を開講した(約1,500人受講)。

構成員に対する情報セキュリティ教育については，情
報セキュリティ管理要員の養成として，17年11月から18
年3月までの間で１日座学研修を5回（延べ5日）及びオン
ライン研修を実施した(96人受講)。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関する特記事項

①，②広島大学の統合移転完了（平成7年3月）後の主要キャンパスは，東広島キャン ・霞キャンパスで各１回開催した（年度計画79－① 。）

パス 霞キャンパスの他 東千田キャンパス及び11の附属学校・園 翠地区 東雲地区 また，各種の法規制への対応及び安全管理のため，薬品管理システムの導入に向け検， ， （ ， ，

三原地区，福山地区）であり，これらの複数キャンパス及び地区それぞれの充実ととも 討を重ね，システムの仕様書，機能要件，管理運用等を作成し，その性能・機能を有す

に，有機的に連関した大学運営を，教育研究を始めとする大学の機能を活性化する重要 る製品について比較検討の結果，システムを導入した（年度計画79－② 。）

条件と位置付けてきた。 さらに，環境安全センターにおいて，大学の環境管理と安全管理をより充実するため

に，キャンパス内の実験室から排出される実験系排水の回収・処理・分析等管理業務及

(1)本学では安全・アメニティ－・環境等にも配慮し，各キャンパスの特徴を活かした び生活系排水と廃棄物管理を含めた総合的な環境管理を行い，毎月東広島地区，霞地区

快適なキャンパスの実現を目指し，財務室の下に置いた「施設マネジメント会議」が， の学部巡視者からのデータの取り纏め，問題箇所への対処，産業医との巡視などの安全

各キャンパスの基本構想の策定に着手し 東千田キャンパスについて作成作業を進め 管理を実施している。また，安全教育として，全国安全週間（7月）と全国労働衛生週， ，

平成18年度早々には策定予定である（年度計画78－② 。なお，霞キャンパスについて 間（10月）に東広島キャンパスと霞キャンパスで講演会及び初任者研修を実施し，新入）

は，新たに作成した霞地区の将来構想に基づき霞地区の全部局を交えて具体的な施設設 生に対してはガイダンスにおいて安全衛生教育を実施し，学部生に対しては専門課程移

備について検討を進めている。 行時，大学院生に対しては進学時に各学部の安全衛生管理者と協力して安全教育を実施

また，既存施設の老朽度合い等を把握し，適時・適切な施設環境の改善を図るため， している（年度計画79-⑤ 。）

引き続き施設パトロ－ル等（特殊建築物の定期報告）を実施し，改善箇所（258件）を

把握の上，緊急度の高いものから順次効果的な改修整備（79件）を行った（年度計画7 (4)大学内部の構成員及び地域住民を含めての安全意識の向上と啓発，相互理解は重要で

7－③ 。なお，平成17年度には，耐震改修を主とした医学部基礎研究棟の改修（Ⅰ期） あり，環境保全委員会が編集発行した「安全マニュアル」を基にして，健康管理など）

と東広島天文台の新規建設にも竣工した（年度計画77－③ 。 の衛生面，VDT作業，労働安全衛生法関係事項など，広島大学として対応が必要とな）

った内容を新たに追記して作成し，17年度新入生を含めて6,000部配布した（年度計画

(2)本学の施設の有効活用についての取り組みは，以前から全学施設の利用実態調査を 80-③）ほか，教職員の防災意識を高めるため，初期消化技術の向上，自主防火体制の

開始し，その調査結果を当該部局に通知・改善を求め有効活用を進めており，平成17年 確立及び防火意識の高揚を図ることを目的とした初期消火競技大会に10チーム参加した

度は全学の講義室を対象に調査を行い，調査結果に基づき対象部局へ改善勧告等を行っ （年度計画79-③ 。）

た（78－④ 。 また，高度化する情報社会の中で，大学における学術研究，教育及び医療等の活動と）

また，施設マネジメントシステムの導入により，効果的・効率的に経営的視点から そ
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Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照 財務諸表及び決算報告書により対応しますので、記載は不要です。

、 。国立大学法人評価委員会において使用しますので スペースを設けてください

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

「該当なし」１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
７３億円 ７１億円 国立大学法人評価委員会におい

て使用しますので、スペースを設
けてください。

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等
により緊急に必要となる対策費として借り入 により緊急に必要となる対策費として借り入
れすることも想定される。 れすることも想定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

循環器Ｘ線診断治療システム整備に必要とな （予定なし） 「該当なし」
る経費の長期借入れに伴い，本学霞団地の敷 国立大学法人評価委員会におい
地について，担保に供する。 て使用しますので、スペースを設

けてください。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教育 決算において剰余金が発生した場合は，教育 決算において発生した剰余金は，教育研究の
研究の質の向上及び運営組織の改善に充て 研究の質の向上及び運営組織の改善に充て 質の向上及び運営組織の改善に充てるため教 国立大学法人評価委員会にお
る。 る。 育研究環境整備積立金及び診療環境整備積立 いて使用しますので、スペース
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設 ・ 設備 の 内 予 定 額 （ 百 万 財 源 施設 ・ 設備 の 内 予 定 額 （ 百 万 財 源 施 設・ 設 備の 内 決 定 額 （ 百 万 財 源
容 円） 容 円） 容 円）

・病 院 特別 医 療 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金
（ ） （ ） （ ）機械 （ 再開 発 設 839 599 ・宇 宙 科学 セ ン 1,642 910 ・ 宇宙 科 学セ ン 1,685 953

備） 船舶建造費補助金 ター観測棟 船舶建造費補助金 ター観測棟 船舶建造費補助金
（ ） （ （ ） （ ）循環 器 Ｘ線 診 断 0 ・研究棟改修 医 642 ・ 研 究 棟 改 修 642

治療システム 長期借入金 学系） 長期借入金 （ 医 学 系 ） 長期借入金
（ ） （ ） （ ）240 ・練 習 船代 船 建 0 ・ アス ベ スト 対 0

・小規模改修 国立大学財務・経営 造 国立大学財務・経営 策事業 国立大学財務・経営
センター施設費交付 センター施設費交付 ・ 練習 船 代船 建

・災害復旧工事 金 ・小規模改修 金 造
（ ） （ ）0 90

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成す 注）金額については見込みであり，上記のほか，業務の
るために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の 実施状況等を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合い
整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ 等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあ
れることもある。 る。
(注２)小規模改修については，１７年度以降は１６年度

同額として試算している。
なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助

金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入
金については，事業の進展等により所要額の変動が予想さ
れるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成
過程等において決定される。
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

「Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 3人事の適正化」（１）人事評価システムの整備・活用 （１）人事評価システムの整備・活用
公正な人事評価システムを構築し，教育研究，社会貢献 公務員制度改革等の最新の動向を踏まえ，公正な人事評価シ 61-① P62参照
等及び業務運営に係る業績に応じた処遇を実現すること ステムの構築に向けて検討を進める。
により，教職員の潜在能力を充分に発揮できる環境整備
を行う。

「Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 3人事の適正化」（２）柔軟で多様な人事制度の構築 （２）柔軟で多様な人事制度の構築
① 柔軟で多様な勤務形態を導入する。 ① 柔軟で多様な勤務形態の拡大を図る。 62 P62－63参照
② 定年制の弾力的運用と再雇用制度を導入し，柔軟 ② 教員以外の職員について，定年後も引き続き勤務を希望

で多様な雇用形態を可能とする人事制度を構築する。 する者について，雇用上限年齢を６５歳まで段階的に引き上
③ 教育研究活動などの活性化を図るため，教育研究 げる継続雇用制度を構築する。

を主務とする教員に加えて，教育主担当教員，研究主担 ③ 教育主担当教員，研究主担当教員及び診療主担当教員な
当教員及び診療主担当教員などを配置する新たな制度の どを配置する新たな制度について，検討を進める。
導入を図る。

「Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 3人事の適正化」（３）任期制・公募制の導入など教員の流動性向上 （３）任期制・公募制の導入など教員の流動性向上
① 教育研究活動の活性化と教員の流動性向上のため ① 教育研究活動の活性化と教員の流動性向上のため，任期 63 P63参照，

全部局に任期制の導入を図る。 制の導入を更に推進する。
② 教員の選考は，採用と昇任を区別しない公募制を ② 教員の選考は，採用と昇任を区別しない公募制を推進す

原則とする。 る。
「Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 3人事の適正化」（４）外国人・女性等の教員採用の促進 （４）外国人・女性等の教員採用の促進

① 外国人教員の採用を促進するため，海外教育研究 ① 海外教育研究拠点における外国人教員の採用の要件等に 64 P64参照
拠点の活用や国際交流協定校との人事交流が円滑に行え ついて検討する。
る条件整備を行う。 ② 女性教員等の採用を促進するため，休暇及び休業制度の

② 女性教員等の採用を促進するため，弾力的な勤務 拡大や，保育施設の整備など勤務環境の条件整備のあり方に
形態の導入や，保育施設の整備など勤務環境の条件を改 ついて検討する。
善・整備する。

「Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 3人事の適正化」（５）事務職員等の採用・養成・人事交流 （５）事務職員等の採用・養成・人事交流
① 組織運営への機動的・弾力的な対応と個人に対し ① 目標管理制度の導入，能力基準の作成，給与への反映等 65 P64－65参照

ての適切な動機付けが可能となるよう，職員の能力と業 について検討を進める。
績を適切に評価し その結果を配置と処遇に反映させる ② 職務や職種の特性に応じた複線型のキャリア体系につい， 。

② 職務や職種の特性に応じた複線型のキャリア体系 て，給与制度の見直しと併せ，検討を進める。
を確立する。 ③ 専門的な知識・技能を有する人材を確保し組織の活性化

③ 専門的な知識・技能を有する人材を確保し組織の を図るため，試験採用と選考採用を職務内容ごとに適切に組
活性化を図るため，試験採用と選考採用を職務内容ごと み合わせた，採用方法を活用する。
に適切に組み合わせた，採用方法を導入する。 ④ サービス機能・企画・立案機能を重視した高度な業務遂

④ サービス機能・企画・立案機能を重視した高度な 行が可能な人材を育成するため，研修の充実を図る。
業務遂行が可能な人材を育成する。 ⑤ 職員の資質の向上，組織の活性化等の観点から，文部科

⑤ 職員の資質の向上，組織の活性化等の観点から， 学省及び他大学等との人事交流等を継続的に実施する。
文部科学省での勤務や他大学等との人事交流の仕組みを
構築する。 （参考１）平成１７年度の常勤職員数 ２，７１１人

， 。また 任期付職員数の見込みを ４７５人とする
（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み （参考２）平成１７年度の人件費総額見込み

１８２，２６６百万円(退職手当は除く) ３１，０４０百万円(退職手当は除く)
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○ 別表 （学部の学科，研究科の専攻等）

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

( a) (b) (b)/(a)×100
(名) ( 名 ) （％）

総合科学部 総合科学科 ５２０ ６１０ １１７

文学部 人文学科 ５８０ ６３２ １０８

教育学部 第一類（学校教育系） ７２０ ７６３ １０５
（うち教員養成に係る分野720人）

第二類 科学文化教育系 ３５２ ４０１ １１３（ ）
第三類 言語文化教育系 ３３６ ３７１ １１０（ ）
第四類 生涯活動教育系 ３５２ ３９４ １１１（ ）
第五類 人間形成基礎系 ２２０ ２４５ １１１（ ）

法学部 法学科 昼間コース ５８０ ６５５ １１２
夜間主コース ２４０ ２８８ １２０

経済学部 経済学科 昼間コース ６２０ ６５４ １０５
夜間主コース ２６０ ２９６ １１３

理学部 数学科 １９８(10) ２２９(4) １１５
物理科学科 ２６８(4) ３０３(2) １１３
化学科 ２３８(2) ２６３ １１０
生物科学科 １３８(2) １５６(2) １１３
地球惑星システム学科 ９８(2) １１３ １１５
学部共通３年次編入学 (２０) (８) (４０)

医学部 医学科 ６００ ６１８ １０３
（うち医師養成に係る分野600人）

総合薬学科 ２４０ ２６５ １１０
保健学科 ５２０ ５３６ １０３

歯学部 歯学科 ３５５ ３５８ １００
（ ）うち歯科医師養成に係る分野355人

口腔保健学科 ４０ ４４ １１０

工学部第一類（機械システム工学系） ４２０ ４８０ １１４
第二類(電気･電子･ｼｽﾃﾑ･情報系) ５４０ ６２２ １１５
第三類（化学･ﾊﾞｲｵ･ﾌﾟﾛｾｽ系） ４６０ ５１３ １１１
第四類（建設・環境系） ５４０ ５９２ １０９
学部共通３年次編入学 ２０ １２２ ６１０

生物生産学部 生物生産学科 ３８０ ４５９ １２０

学士課程 計 ９，８３５ １１,１０６ １１２

文学研究科 人文学専攻 ２２４
うち修士課程 128人 １３２ １０３
博士課程 96人 １００ １０４

教育学研究科 学習科学専攻
うち修士課程 38人 ３８ ５２ １３６

障害児教育学専攻
うち修士課程 10人 １０ ９ ９０

科学文化教育学専攻
うち修士課程 70人 ７０ ９６ １３７

言語文化教育学専攻
うち修士課程 68人 ６８ ９１ １３３

生涯活動教育学専攻
うち修士課程 50人 ５０ ６５ １３０

教育学専攻
うち修士課程 30人 ３０ ４０ １３３

心理学専攻
うち修士課程 38人 ３８ ５３ １３９

高等教育開発専攻
うち修士課程 10人 １０ ７ ７０

学習開発専攻
うち博士課程 27人 ２７ ２９ １０７

文化教育開発専攻
うち博士課程 66人 ６６ １０１ １５３

教育人間科学専攻
うち博士課程 54人 ５４ ７９ １４６

社会科学研究科 法政システム専攻 ５８
うち修士課程 48人 ４５ ９３

博士課程 10人 １３ １３０
社会経済システム専攻 ７２

うち修士課程 56人 ５２ ９２
博士課程 16人 １２ ７５

国際社会論専攻 ５５
うち修士課程 40人 ３１ ７７

博士課程 15人 ６２ ４１３
マネジメント専攻 ９８

うち修士課程 56人 ６７ １１９
博士課程 42人 ５３ １２６

法律学専攻（注１） ５
うち博士課程 5人 １０

経済学専攻（注２） ７
うち博士課程 7人 １３

理学研究科 数学専攻 ７７
うち修士課程 44人 ３６ ８１

博士課程 33人 １５ ４５
物理科学専攻 ９９
うち修士課程 60人 ６２ １０３

博士課程 39人 ３１ ７９
化学専攻 ７９
うち修士課程 46人 ６４ １３９

博士課程 33人 ２７ ８１
生物科学専攻 ８４
うち修士課程 48人 ３２ ６６

博士課程 36人 ３６ １００
地球惑星システム学専攻 ３５
うち修士課程 20人 ２７ １３５

博士課程 15人 １５ １００
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数理分子生命理学専攻 ７９
うち修士課程 46人 ５０ １０８

博士課程 33人 ２４ ７２

先端物質科学研究科 量子物質科学専攻 ９０
うち修士課程 50人 ６７ １３４

博士課程 40人 ２４ ６０
分子生命機能科学専攻 ８４

うち修士課程 48人 ８２ １７０
博士課程 36人 ２７ ７５

半導体集積科学専攻 ４４
うち修士課程 30人 ６１ ２０３

博士課程 14人 ２９ ２０７

保健学研究科 保健学専攻 １１９
うち修士課程 68人 ９４ １３８

博士課程 51人 ９２ １８０

工学研究科 機械システム工学専攻 １３９
うち修士課程 82人 １４７ １７９

博士課程 57人 ２５ ４３
複雑システム工学専攻 ８１

うち修士課程 48人 ９５ １９７
博士課程 33人 ２１ ６３

情報工学専攻 ９３
うち修士課程 54人 ７１ １３１

博士課程 39人 １５ ３８
物質化学システム専攻 １２３

うち修士課程 72人 １２０ １６６
博士課程 51人 ２９ ５６

社会環境システム専攻 １４９
うち修士課程 86人 １６４ １９０

博士課程 63人 ５１ ８０

生物圏科学研究科 生物圏共存科学専攻 １４９
うち修士課程 86人 ６７ ７７

博士課程 63人 ５０ ７９
生物資源開発学専攻 １８０
うち修士課程102人 １４３ １４０

博士課程 78人 ５７ ７３
環境循環系制御学専攻 １０７

うち修士課程 62人 ５１ ８２
博士課程 45人 ２５ ５５

医歯薬学総合研究科 創生医科学専攻
うち博士課程228人 ２２８ ２７０ １１９
展開医科学専攻

うち博士課程184人 １８４ ２１６ １１７
薬学専攻 １２２

うち修士課程 86人 ９６ １１１
博士課程 36人 ２４ ６６

医歯科学専攻
うち修士課程 40人 ４０ ２４ ６０

国際協力研究科 開発科学専攻 １５２
うち修士課程 86人 ８０ ９３

博士課程 66人 ５１ ７７
教育文化専攻 ９８

うち修士課程 56人 ６３ １１２
博士課程 42人 ３９ ９２

法務研究科 法務専攻
うち専門職学位課程 120人 １２０ １１３ ９４

修士課程 計 １，９６２ ２，４３６ １２４

博士課程 計 １，６５３ １，６７０ １０１

専門職学位課程 計 １２０ １１３ ９４
特殊教育特別専攻科 ３０ １６ ２０
附属小学校 学級数12 ４８０ ４６０ ９５
附属東雲小学校 学級数18 ５５２ ５１７ ９３
附属三原小学校 学級数12 ４８０ ４６２ ９６
附属中学校 学級数 9 ３６０ ３４８ ９６
附属東雲中学校 学級数 9 ２６４ ２５９ ９８
附属三原中学校 学級数 6 ２４０ ２４９ １０３
附属福山中学校 学級数 9 ３６０ ３６６ １０１
附属高等学校 学級数15 ６００ ６００ ９９
附属福山高等学校 学級数15 ６００ ６０８ １０１
附属幼稚園 学級数 3 ９０ ８９ ９８
附属三原幼稚園 学級数 5 １６０ １５３ ９５
歯学部附属歯科衛生士学校（注３） ２０ ４０ １００
歯学部附属歯科技工士学校（注３） ２０ ４０ １００

（注）
注１．社会科学研究科の法律学専攻は，平成16年度に法政システム専攻へ改組。
その収容定員は，修士課程は平成16年度限り，博士課程は平成17年度限りである。
注２．社会科学研究科の経済学専攻は，平成16年度社会経済システム専攻へ改組。
その収容定員は，修士課程は平成16年度限り，博士課程は平成17年度限りである。
注３．歯学部附属歯科衛生士学校及び歯学部附属技工士学校は，平成17年度に歯学
部口腔保健学科へ改組。
その収容定員は，平成17年度限りである。

． ， 。注４ 理学部における括弧書きは学部共通3年次編入学の定員 収容数を内数で表す

○ 計画の実施状況等

（±15％を超える理由）
総合科学部

総合科学科
・収容数610名の中には，過年度生（修業年限4年を超えた者）が39名在籍してい
る。これらは経済的理由，疾病等やむを得ない事由による休学及び留学等により
修業年限を超えたことが主な理由である。

， （「 」 ） ，入学後 定期的に指導教員と学生との面談を実施 学生指導記録 を作成 し
学生個々に適切な指導を行うことにより，修業年限内での卒業認定に努めること
としている。

法学部
法学科夜間主コース
・収容数240名のうち，過年度生が49名在籍しているからである。過年度生の中に

， ， ，は 社会人特別選抜で入学した学生が多く 勤務の都合による休学が多く見られ
修業年限内での卒業が困難であるが，引き続き過年度生に対し，質の高い，きめ
細かい指導を行うこととしている。
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工学部
学部共通３年次編入学
・志望する類（系）の入学に適当と認められるものが多かったため，多数の優秀
な学生を受け入れている。

なお，定員を超過していても，現有設備及び有効利用，教育・研究支援体制の
整備等により学生への指導に影響はなく，質の高い教育を十分に維持している。

生物生産学部
生物生産学科
・定員確保上，近年の辞退者数を考慮して，多めの合格者を認めたが，辞退者が
予想よりも下まわったためである。なお，学生定員が比較的少ないために，辞退
者数の少しの変動も定員充足率に大きく影響しやすいこともある。

教育学研究科
【博士課程前期】

， ， ， ，学習科学専攻 科学文化教育学専攻 言語文化教育学専攻 生涯活動教育学専攻
教育学専攻，心理学専攻

・教員専修免許状や臨床心理士の資格取得を希望する学生が多く，優秀な学生の
確保に努めた結果である。各専攻内での学習環境，指導教員の受入体制は確保し
ており，定員充足率超過による教育上の問題はない。多くの入学希望者の学習ニ
ーズに一定程度応えることは社会的責任を果たすことになるが，大幅な超過に関
してはより高いレベルで入学者の選抜を行うことにより適正な収容数に近づける
よう努める。
高等教育開発専攻
・学士課程を持たない独立専攻のため，全国の大学卒業者や現職の大学関係者を
対象に募集を行っているが，安定的な学生確保は難しいことが挙げられる。定員
充足率確保のため，平成18年度から広島市内において，昼夜開講制による学生受
入が可能となるよう，カリキュラム改正を行い対応している。

【博士課程後期】
文化教育開発専攻，教育人間科学専攻
・優秀な学生の入学希望と，全国高等教育機関への教育研究者人材輩出の社会的
ニーズに応えた結果である。個々の学生への指導体制は十分に確保されており，
定員充足率超過による問題はないが，より高いレベルで入学者の選抜と精選を行
うことにより適正な収容数に近づけるよう努める。

社会科学研究科
【博士課程前期】

国際社会論専攻
・1，2年生ともに定員を確保できなかったのが原因であるが，本専攻は平成18年
度より総合科学研究科の設置に伴い，学生募集を停止している。
マネジメント専攻
・収容数67名のうち，過年度生が11名在籍しているからである。本専攻は，社会
人学生が多数在籍しているため，勤務の都合による休学，また論文作成の遅れに
より修業年限内での修了が困難となっているが，過年度生に対し，より一層指導
体制の充実を図ることにより，質の高い教育を提供することとしている。

【博士課程後期】
法政システム専攻
・収容数13名のうち，平成16年度入学生が9名在籍しているからである。平成16年
度に社会科学研究科が改組され，国際社会論専攻から法政システム専攻へ教員が
転籍したことに伴い，平成16年度入学生9名のうち3名が法政システム専攻に転籍
したためであり，平成17年度のみの状況である。
社会経済システム専攻
・平成16年度から入学定員が1名増になったが，志願者・入学者が増えなかったた
めであり，本専攻の博士課程前期学生への広報や学生募集要項のHPを充実させ，
志願者の増を図ることとしている。

国際社会論専攻
， 。 ，・収容数62名の内 過年度生が33名在籍しているからである 経済的理由により

休学する学生が多く見られ，修業年限内での修了が困難であるが，引き続き早期
修了に向けて一層の指導体制の充実を図ることとしている。
マネジメント専攻
・収容数53名のうち，過年度生が15名在籍しているからである。本専攻は，社会
人学生が多数在籍しているため，勤務の都合による休学，また論文作成の遅れに
より修業年限内での修了が困難となっているが，過年度生に対し，より一層指導
体制の充実を図ることにより，質の高い教育を提供することとしている。

理学研究科
【博士課程前期】

数学専攻，化学専攻，生物科学専攻，地球惑星システム学専攻
・研究科全体では収容定員を充足しているが，専攻（分野）により充足状況が異
なる。学生の流動性が高く安定的な学生確保が難しい数学専攻や生物科学専攻が
ある一方で，化学専攻や地球惑星システム学専攻は学部からの進学希望者が多く
定員を超過しているが，学習環境・学生への指導などは十分対応できている。

【博士課程後期】
数学専攻，物理科学専攻，化学専攻，数理分子生命理学専攻
・研究科全体では収容定員の充足率は78％であるが，専攻（分野 ・年度により大）
きく充足状況が変動している。多様な入試の実施，学生への経済的支援，一層の
大学院教育の充実に努め，安定的な学生確保を目標としている。

先端物質科学研究科
【博士課程前期】

・COE研究を展開している専攻もあり，大学院での研究を希望する学生が多い。ま
た，就職率もほぼ100％であることから，進学希望者が多く，多数の優秀な学生を
受け入れている。このため充足率が高くなっているが，現在，現有の教員数で学
生の指導には全く支障はなく，施設・設備等の教育環境面も充実しており，十分
対応できている。

【博士課程後期】
・充足率を満たしていない専攻については，専門分野の全国的な傾向として，修
了後の主な就職先である大学及び公的な研究所でのパーマネントのポストが少な

， 。 ， ，いことが 学生の確保を難しくしている要因である 近年 本研究科においては
企業等の研究職の開拓を含め，就職指導の強化を試みている。その結果，博士課
程後期修了者の企業等への就職も増えつつあることに鑑み，博士課程前期学生の
進路指導を通して，博士課程後期進学を促進し，充足率を上げることに努めてい
る。充足率をオーバーしている専攻については，博士課程前期と同様である。

保健学研究科
・保健医療の専門職ならびに高度の研究能力をもった教育者・研究開発者を求め
る社会の要請に応えるために，優秀な学生の確保に努めたため定員超過となって
いるが，研究計画中間審査会の実施，社会人学生用の複数年コース（長期履修制
度）の実施などにより，学習環境および指導体制に問題はなく，質の高い教育を
維持している。

工学研究科
【博士課程前期】

・収容定員を超えた全専攻については，特に入学希望者が多く，工学研究科とし
て科学技術の発展に対応できる高度技術者の要請という社会的な需要に応えるた
め多数の優秀な学生を受け入れている。

なお，定員を超過していても，現有設備の整備及び有効利用，研究支援体制の
， ， 。整備等により 学生への指導に影響はなく 質の高い教育を十分に維持している

【博士課程後期】
・専攻により変動はあるものの，研究科全体で毎年収容定員の充足率が低下し50
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％を切っている。原因としては，工学分野は全国的にみても同様の傾向にあるこ
とから，安定的に学生を確保することが難しいことなどがあげられる。研究科と
しては，博士課程改革検討委員会を立ち上げ，コースの新設や学内外へのPRは勿
論のこと，経済支援及び就職支援等あらゆる面から対策を検討中である。

生物圏科学研究科
【博士課程前期】

生物圏共存科学専攻，生物資源開発学専攻，環境循環系制御学専攻
・研究科全体としては，定員充足率104％であるが，専攻によって充足率がかなり
異なるという問題がある。平成18年度から研究科の専攻を再編したことにより，
専攻間での定員充足率のばらつきが改善されるものと予想している。

【博士課程後期】
生物圏共存科学専攻，生物資源開発学専攻，環境循環系制御学専攻

， 。 ，・研究科全体としては 定員充足率71％と充足率がかなり低い その理由として
平成18年度から，本研究科の協力教員が総合科学研究科に移行すること，生物圏
科学研究科の再編計画の策定が遅れたこと，学生の博士課程後期への進学意欲が
低下してきていることなどが考えられる。こうした問題は平成18年度からの生物
圏科学研究科の再編によって，かなり改善されることが期待される。

医歯薬学総合研究科
創生医科学専攻及び展開医科学専攻
・研究科の求める優秀な学生の確保に努めたため定員超過となっているが，学習
環境及び学生への指導体制に問題はなく，質の高い教育を維持している。
薬学専攻
・薬学専攻全体としては，ほぼ定員を満たしている（98.4%）が，博士課程後期で
は充足率を満たしていない。今後，PR活動の強化等によって志願者増を図るとと
もに，平成18年度からの薬学教育改革に伴う大学院の再編を視野に入れ，魅力あ
る大学院の構築に努める。
医歯科学専攻
・学内外へのPRが不足し，志願者数が少なかったため，今後さらにPR等を行い，
定員充足を満たすことを目標としている。

国際協力研究科
【博士課程後期】

開発科学専攻
・社会からの要請として国際化が求められたことにより，国際関係の研究科が増
加して受入定員枠が増加し，競合するプログラムが出てきたこと。国内で修業に
必要な授業料や生活に必要なトータルの学費と同等な費用で海外，特にアメリカ
での修業が可能であり，海外の大学との学生獲得競争において日本人学生の間で
は海外ブランド名の学位取得が優勢であること。また，海外留学生活の経験者が
優遇される社会環境であること。なお，学生確保の対策として①研究者養成にか

「 」 ，なった 魅力ある大学院教育 イニシアチブ事業の採択による日本人学生の確保
②「国費外国人留学生の優先配置を行う特別プログラム」の申請による留学生の
確保，③学生募集についてジャーナルへ掲載及び東京リエゾンオフィス，入学セ
ンター大阪オフィスや北京研究センター等での説明会などの活動を実施すること
としている。


